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介護保険に対する利用者の反応とその特徴

相川良彦　堀田きみ＊　山根律子＊

1）介護保険導入の前後におけるサービス利

　用者数の増減

2）利用量の増減と中止・減少の理由

3）利用者負担，利用率と利用率の低い理由
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３。介護サービスの満足度と今後の方針

　（1）介護サービスの満足度

　（2）介護保険によるサービス提供方針

４．要介護度認定およびサービス利用の中止・開

　始に影響する諸要因

　（1）介護保険に関する意識５項目の関連性

　（2）要介護度認定に影響する意識・状況・家族

　　形態

　（3）介護保険開始による介護サービス利用量の

　　増減の推定

５．まとめ
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補論　要介護度認定における痴呆軽視傾向

　（1）要介護度認定の仕組み（樹形図）と痴呆軽

　　視傾向

　（2）介護保険の認定要介護度と簡易な判定痴呆

　　度との相関

あるか，またそこに農村と都市の地域差はあるの

か。我々は，この２つのテーマを，現在実施中の

農村活性化プロジェクト研究の一環として，明ら

かにしたいと考えている。

　これまでの我々の研究（相川ほか〔1〕や相川

〔2Dで次の点を明らかにした。措置制度の下では

介護サービスの利用（需要）は抑制的であり，そ

の傾向は都市より農村で強いこと，他方，介護

サービスの提供（供給）は硬直的・不足気味で，

その傾向は農村より都市で強いこと，である。た

だ，この介護サービスの供給状況は措置制度から

介護保険への移行にともなって，様変わりすると

見込まれる。介護サービスの利用が相対的に顕在

化しやすく，かつ高齢人口密度の高い都市では介
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柏市の介護サービス利用者アンケート調査を中心に
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　（1）問題意識と構成

　　1）問題意識と調査地の福祉概要およびその

　　　選定理由

　　2）調査地柏市の概要と調査方法

　　3）焦点とする問題の内訳

　　4）集計・分析方法の考え方と章別構成

　（2）全国との対比による柏市の介護保険実施概

　　況とその影響

２．介護保険の実施状況への反応

　（1）介護保険利用者の一般的状況

　　1）要介護度，性別，年齢階層別の対象者数

　　2）同居家族の有無，家族形態，回答者の属

　　　性，介護の担い手

　（2）要介護度の認定

　（3）ケアプランの作成

　　1）ケアプランの作成依頼先，満足/不満足度

　　　とその理由

　（4）サービス利用状況

　（１）問題意識と構成

　１）問題意識と調査地の福祉概要およびその

　　　選定理由

　高齢者介護は，これまで行政が直接，または社

会福祉法人を使って間接的に，サービスを提供

（措置）してきた。弱者救済を基本的な考え方と

し，それをもとに利用者を選定した。 2000年４月

に導入された介護保険は，措置制度を払拭して，

市場メカニズムによる介護サービスの需給調整を

企図している。この介護保険が，介護サービスに

如何なる問題点と需給増減をともない定着しつつ

＊介護保険市民会議
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護サービス利用に応じてサービス事業者が多く参

入するが，介護サービスの利用が抑制的で高齢人

口密度の低い農村ではサービス事業者があまり参

入せず，サービス市場が未成熟に止まるところが

多いと思われるからである。

　本報告の目的は，上記のテーマを解明する第一

歩として，介護保険の導入後の変化が大きいと見

込まれる都市について，介護保険の導入にともな

うサービス需要面，具体的にはその導入経緯や利

用量の増減を明らかにすることである。そして，

次稿では，介護サービス供給（事業所）面につい

て，都市と農村の比較研究をする予定である。

　介護サービス利用調査の都市部の対象地とし

て，首都圏のベッドタウンの一つである柏市を選

定した。当市における1996年度の高齢者100入

当たり年間介護サービスの利用状況は，訪問介護

利用回数58.6回（全国119.4回），デイサービス

46.9日（全国141.9日），ショートステイ38.8日

（全国36.8日）であり，全国に比べて，高齢者在宅

介護サービス利用は少なかった（長寿社会開発セ

ンター〔4〕）。措置制度下において，当市は福祉

サービスの整備（供給）がたち遅れた典型的な都

市であった。

　他方，当市の住民は農村住民ほど介護サービス

の利用アレルギーが強いとは思われないし，人口

規模も市場形成が可能なほどに大きい。介護保険

下での民間事業者が新規参入する経済条件を十分

に備えている。したがって，当市は介護保険の開

始により，介護事情が大きく変化する見込みのあ

る都市地域であると位置づけられよう。

　　２）調査地柏市の概要と調査方法

　千葉県柏市はJR常磐線で上野駅まで30分の

ベッドタウンである。 2000年国勢調査では，人口

327,851入，平均年齢39.5歳，うち65歳以上の人

口割合は12.4%であった。全国の平均年齢が41.1

歳，うち65歳以上の人口割合17.4%であったか

ら，当市は高齢化度合いが相対的に緩やかである

と言える。また，15歳以上の産業別就業者数の

シェア（但し, 1995年国勢調査）は，第一次産業

2％，第二次産業27％，第三次産業71％であっ

た。第三次産業が中心で，農業は微々たる存在で

ある。

　本調査は，2000年４月に介護保険がスタートし
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て，ほぼ半年後にあたる８月下旬～9月中旬に，

アンケート郵送調査として行った。介護保険適用

者1,000名を無作為抽出した無記名調査で，有効

回収数は693通であった（1）。調査の実施は，柏市

介護保険課と農水省農林水産政策研究所とが共同

であたった。具体的には，調査票は柏市と当所と

で協議・作成し，その過程で柏市の介護保険のお

り方を市民の立場から検討・提言している団体

（介護保険について学習する任意サークル，本報

告執筆者も参加）の意見も聴取した。郵送調査の

実施は主として柏市介護保険課，データのパソコ

ンへの入力は当所，データの集計・分析は柏市と

本報告執筆者がそれぞれ独自に行った。

　　３）焦点とする問題の内訳

　調査票では，介護保険の実施状況とその満足度

などについて全般にわたり設問している（なお，

参考として本調査で用いたアンケート調査票を本

稿末尾に添付）。そこで問題にしたのは,次の諸点

である。

　①　介護保険の認定要介護度は，施設入所の高

　　齢者本人を対象にした介護時間調査にもとづ

　　いて算定されたために，介護者にとって「家

　　族状況（介護力など）への配慮がない」「痴呆

　　が低く判定されている」（施設では痴呆者を

　　囲えるので，在宅より楽に介護できる）など

　　が懸念されている。その偏りが柏市の要介護

　　者家族において実感されているかという点。

　　　なお，痴呆度の低評価が要介護度の認定方

　　法の仕組みから派生する点，および従前の簡

　　便な認定調査法に比べて低評価に陥る傾向に

　　ついては，拙論で詳細な検討を加える。

　②　ケアプランの作成は障害高齢者の依頼によ

　　り一人一人にあった介護サービスの利用プラ

　　ンを作成する仕事で，介護保険において重要

　　な位置を占める。ただ，プラン作成料の単価

　　が低く設定されたので経済的に自立しづら

　　く，殆どのケアマネージャーは介護サービス

　　機関に所属しながら，この仕事を兼務の形で

　　遂行している。そのため，ケアマネージャー

　　が所属機関に有利なようにプランを作成しな

　　いともかぎらない。このように中立性が危惧

　　されるケアプランであるため，それが果たし

　　て利用者に満足のいくものとなったかという



　　点。

　③　厚生省が2000年４月に実施した全国抽出

　　調査によれば，介護保険の開始により平均で

　　介護サービスの利用者数は23％，提供量は

　　64％程度増えていた（2）。 2001年1～2月に本

　　プロジェクト研究で実施した柏市介護サービ

　　ス事業所調査によれば，当市では介護保険開

　　始一年前(1999年４月）以降に営利法人，医

　　療機関,協同組合,ＮＰＯ法人など多種多様な

　　事業所が介護ビジネスに参入し，介護サービ

　　ス市場の形成が期待された（50弱のサービス

　　事業所が活動中）。これらの事業所の増加が，

　　介護保険の実施以降に介護サービスの利用者

　　数や１人当りの利用サービス量にどの程度影

　　響を与えたかという点。

　④　措置制度から介護保険制度へと切り替わる

　　ことで，介護は家族負担と公的サービスとし

　　て与えられる形から，サービス財として利用

　　者に選ばれる形へ転換した。そこで，介護保

　　険で提供される介護サービスに対して，利用

　　者がどの程度満足し，また家族形態によりど

　　のような違いを感じているかという点。

　　　なお，そうした介護サービス市場の熟度は

　　地域差をもって形成されるはずである。介護

　　サービス市場の熟度の農村と都市との格差

　　は，次稿において介護サービスの供給者（事

　　業者）の視点から取り上げる予定である。

　⑤　介護保険において利用者は利用費用総額の

　　１割を自己負担しなければならない仕組みに

　　なっている。介護保険開始の直前に，高齢者

　　の保険料徴収が政治的判断から一部据え置か

　　れたことは未だ記憶に新しい。このように経

　　済的負担は介護保険の今後のおり方に大きく

　　影響する要因の一つである。この負担額と介

　　護サービスの充実との関連を利用者はどのよ

　　うに考えているかという点。

　　４）集計・分析方法の考え方と章別構成

　本報告における調査結果の集計・分析は，次の

考え方にもとづいている。本調査は介護保険開始

後５ヶ月前後の実施状況と利用者の意向を尋ねた

アンケート調査である。同種の調査は執筆者達が

本調査を実施した2000年８月段階では，厚生省

〔6〕や千葉市〔3〕などの調査結果しか見当たらな
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かった。未だ調査の少ない段階で実施した本調査

は，新しい事態を報告するものなので，幾つかの

ファクトファインディングを期待できた。それら

については出来るだけ実態をありのまま伝える集

計方法が報告形態として望ましい。このため本報

告は単純集計を基調においている。

　ただ，単純集計による実態提示にとどまれば，

せっかく介護保険対象者の協力により収集した

データ情報の一部しか利用しないことになり，情

報ロスが大きい。その是正のために，介護サービ

ス利用の増加量や要介護度認定の評価など焦眉の

問題に焦点をあて，より詳しい要因分析を追加す

ることにした。

　章別構成とその課題並びに集計・分析方法は次

のとおりである。

　まず，「2.介護保険の実施状況への反応」にお

いて，①要介護度の認定，②ケアプランの作成，

③介護保険導入に伴うサービス利用量の増減，に

ついての各質問調査結果を単純集計する。次に，

「3.介護サービスの満足度と今後の方針」におい

て，④介護サービスの満足度，⑤介護保険の自己

負担額，についての各質問調査結果を単純集計お

よびクロス集計により家族形態等と関連づけて整

理する。さらに，「4.要介護度認定およびサービ

ス利用の中止・開始に影響する諸要因」におい

て，要介護度認定の問題点と介護保険導入前後の

サービス利用量の変動を，統計手法などの適用に

よりさらに詳しく研究する。

　（２）全国との対比による柏市の介護保険実施

　　　概況とその影響

　介護保険開始の2000年４月をひかえて，全国

で，また柏市でも高齢者の要介護度認定の作業が

進められた。

　要介護者総数を95年国勢調査の高齢者総数で

割って算出した，要介護・支援認定者数の割合は

柏市10％で，全国の8％よりやや高い水準にあ

る。第１表は，その要介護度別の高齢者人数の分

布を全国および柏市について，見比べたものだ

が，ともにほぼ同様の分布である。具体的には，

要介護度１をピーク（全国23％:柏市21％）とし

ながら,要介護度４で少し盛り上がり（全国15％:

柏市20％）をみせるなだらかな山形分布をしてい
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第１表　全国および柏市における要介護度別人数とシェア
平成12年３月末日現在

全　　　　　　　　国 柏　　市

在　　　宅 介護保健施設 その他の施設 全　　　体 全　　体

(人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％)

非該当

要支援

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

85,456

181,663

297,913

192,154

131,021

116,230

107,039

　7.7

16.3

26.8

17.3

11.8

10.5

　9.6

　2,058

11,061

61,385

63,334

74,810

105,185

　84,138

　0.5

　2.7

15.2

15.7

18.6

26.3

20.9

　814

2,416

8,171

7,358

8,154

13,503

16,567

　1.4

　4.2

14.3

12.9

14.3

23.7

29.1

88,328

195,410

367,469

262,846

213,985

235,548

207,744

　5.6

12.4

23.4

16.7

13.6

15.0

13.2

66

310

643

584

450

595

409

　2.2

10.1

21.0

19.1

14.7

19.5

13.4

合　計 1,111,476 100.0 402,261 100.0 56,983 100.0 1,571,060 100.0 3,057 100.0

合計の横％ 70.7 25.6 3.6 100.0

注（1）全国介護保健施設は内訳として，介護老人福祉施設（計198,963人），介護老人保健施設（計144,088人），介護療養

　　型医療施設（計59,630人）の３種により構成される.

　（2）柏市における「非該当」の内訳は，自立判定63人，特定疾病に該当しない２号被保険者３人により構成される．

出所：厚生省および柏市資料による．

第２表　全国および柏市における一次判定と二次判定の比較

全　　　　　　　　国 柏　　　　　　　　市

件数(件) 割合(％) 件数(件)|割合(％) 件数(件) 割合(％) 件数(件) 割合(％)

６段階　上昇

５段階　上昇

４段階　上昇

３段階　上昇

２段階　上昇

１段階　上昇

　　　0

　　　1

　　　61

　　628

　14,111

238,218

０．０

０．０

０．０

０．０

０．９

15.2

253,019　

㎜　　

16.1
　2

　41

588

　0.1

　1.3

19.3

631 20.7

変更なし 1,236,732 78.7 1,236,732　1　　78.7 2,241 73.4 2,241 73.4

１段階　下降

２段階　下降

３段階　下降

４段階　下降

５段階　下降

６段階　下降

77,994

　3,138

　　105

　　28

　　15

　　29

5.0

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

81,309　

㎜　　　

5.2

176

　4

　2

５．７

０．１

０．１

182 5.9

合　計 1,571,060 100.0 1,571,060　1　　100.0 3,054 100.0 3,054 100.0

注（1）上記には，介護認定審査会において特定疾病に該当していないため二次判定を「非該当」としたものが含まれ

　　ている.

　（2）柏市では，３段階までの上昇・下降分のみ該当件数がある．

出所：厚生省および柏市資料による．

る。柏市の要介護度別高齢者人数分布は，全国平

均とほぼ同じだとみて良いだろう。ピークが要介

護度１で障害の軽い者が多い反面，要介護度４以

上の重い障害に悩む者も３分の１を占めるという

のが実態である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

　なお，同表から，要介護者の71％が「在宅」，

26％が「介護保健施設」，4％が「その他の施設」

に居住することが分かる。障害の最も重い要介護

度５の者でさえ51％が在宅なのである。施設

サービス中心から在宅サービス充実へという介護

36－



のおり方の転換（ゴールドプランから介護保険に

至る福祉政策の理念の一つ）は，この事実からみ

ても必然的な帰結であったろう。

　要介護度の判定方法は，２段階に分かれている。

第１段階は,厚生省の作成したＡＤＬ（日常生活動

作能力）やコミュニケーションの難易，そして受

けている医療種類を質問した調査票の回答結果

を，コンピューターが機械的に判定する一次判定

である。第２段階は，介護認定審査会において，

専門家が一次判定の歪みを修正する二次判定であ

る。第２表は，一次判定と二次判定による変更の

状況を，全国と柏市について見比べたものであ

る。

　二次判定による要介護度ランクの変更は，全国

では上昇16％，下降5％であったのに対し，柏市

では上昇21％，下降6％であった。柏市の二次判

定は，全国と比較して一次判定を多少（5％ほど）

上昇させる傾向がみられた。

　第３表は，介護保険の施行後における介護サー

相川ほか：介護保険に対する利用者の反応とその特徴

ビスの提供事業所数の増加状況を示している。厚

生省調査86市町村と柏市では，調査時点および

期間が異なるので正確な比較とはいえないが，短

期入所生活介護を除けば，他の介護サービスでは

いずれもサービス事業所が増加している。柏市に

ついてみれば，2000年３月から６月にかけて，訪

問介護は３ケ所から19ケ所，通所介護は９ケ所

から17ケ所など,急増している。介護保険の施行

を契機として，サービス事業所の新設と周辺市町

村事業所から当市への流入が起きたと思われる。

そのなかで短期入所生活介護だけが逆に減少して

いる理由として，①利用可能日数が介護保険施行

以前は年間120日まで利用可能とされていたの

に，介護保険により要介護度に応じて半年間で

7～42日間と短縮されたので，５月段階では利用

の手控えが生じた，②事業者が請求しても国保連

などの事務エラーにより数割の審査対象洩れが５

月段階まで生じていた，等があると思われる。

　第４表で，介護保険で規定された支給限度額に

第３表　厚生省調査86市町村および柏市での介護保険施行後におけるサービス提供量の増加

対象地

サービスの種類　　　犬

訪問介護（力所数）

訪問看護（力所数）

通所介護（人数/力所数）＊

通所リハビリ（人数/力所数）＊

短期入所生活介護（人数）

福祉用具貸与（力所数）

(厚生省調べ:86市町村)

1999. 4. 1現在

　266

　221

3,932

1,600

1,725

　120

2000. 4. 1現在

　614

　349

4,789

1,879

2,089

　285

(柏　　　市)

2000. 3現在

３
一
９
一
2
7
７

注(1)

　(2)

　(3)

当該86市町村をサービス提供地域としている事業者数または定員数を集計．

柏市のデータは, 2000年８月に千葉県からの調査依頼に基づき当市介護保健課が作成.

＊の「人数」は厚生省調べ86市町村，「力所数」は柏市の各数値の単位である．

2000. 6現在

9
0
7
0
8
a
:

1
1
1
1
1
ｎ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
１

第４表　定点市町村および柏市における支給限度額に対するサービス利用量

106定点市町村 柏　　市

人　　　数 平均利用単位数
　　　(a)

支援限度額
　　(b)

限度額に対する利用割
　　合(a/b)(％)

利用割合
　(％)

要支援

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

1,378

1,764

1,487

1,307

1,232

1,115

3,334

6,213

8,297

11,681

13,418

15,963

6,150

16,580

19,480

26,750

30,600

35,830

54.2

37.5

42.6

43.7

43.9

44.6

49.2

35.3

42.3

42.3

41.7

47.1

合計・平均 8,323 - - 43.2 41.7

注(1) 106保険者（定点市町村) 8,323人についての調査（ケアプラン無作為抽出方式．原則として2000年７月サービ

　　ス分の調査）.

　（2）「平均利用単位数」は，訪開通所サービスと短期入所サービスの合計の平均．

37－
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対する実際のサービス利用量割合を，厚生省調査

106定点市町村と柏市について比較している。支

給限度額に対するサービス利用割合は，定点市町

村平均で43％，柏市で42％とほぼ同水準である。

要介護度別の利用割合も，ともに要支援において

やや高く（定点市町村54％:柏市49％），逆に要

介護１でやや低く（定点市町村38％:柏市

35％），要介護２～５はいずれも40％台前半の水

準である。柏市における支給限度額に対する実際

のサービス利用量割合は全国平均並みである。こ

のことは，柏市において新規参入により増えた事

業所数に比べて，利用者個々人は全国同様にサー

ビス利用量をあまり増やしていないことをうかが

わせる。　　　　　　　　　　　　（相川良彦）

　注（1）調査対象者は, 2000年６月審査分給付実績情報のう

　　　ち５月提供分の居宅介護支援利用者から８月15日まで

　　　の資格喪失者を除いた1,450人の中から無作為に1,000

　　　人を抽出した。８月29日に発送し，９月13日までに返

　　　信するよう依頼した。①性別では，男性291人，女性

　　　709人，②年齢別では，１号被保険者75歳以上736人，

　　　１号被保険者65～74歳213人，２号被保険者51入，で

　　　あった。なお,返送されたアンケート調査票704通のう

　　　ち，回答不備・到着の遅延等により11通を除外した。

　　（2）厚生省が2000年４月１日現在でまとめた全国調査結

　　　果（86市町村の抽出集計）。１年前に比べて，サービス

　　　提供量は，福祉用具貸与238%,訪問介護231%,訪問

　　　看護158%,通所介護122%,短期入所生活介護121%,

　　　通所リハビリテーション117%で，６サービス平均

　　　164%の増加を示した（厚生省圓）。

４

無回答

2｡介護保険の実施状況への反応

　（１）介護保険利用者の一般的状況

　　１）要介護度，性別，年齢階層別の対象者数

　調査回答者693人の要介護度別構成比は第１図

のとおりである。「要支援」83人（12％），「要介護

度1」164人（23％），「要介護度2」144人（21％），

「要介護度3」115人（17％），「要介護度4」110人

（16％），「要介護度5」57人（8％），無回答が20人

（3％），である。この構成比は７月の在宅サービス

利用者1,731人についての要介護度別の構成比，

この順に13％，28％，23％，15％，13％，9％，と

ほぼ一致している。

　回答者の性別は，「男」179人（26％），「女」422

人（61％），無回答92人（13％）である。さらに，

年齢階層別では，「40～64歳」（第２号被保険者）

34人（5％），「65～69歳」48人（7％），「70～74歳」

99人（14％），「75～79歳」105人（15％），「80～

84歳」146人（21％），「85歳以上」223人（32％），

無回答38人（6％），である。高年齢の階層になる

にしたがい人数が多くなり，「85歳以上」の層が３

割強，後期高齢者数（75歳以上）が７割近くを占

めている。

　　２）同居家族の有無，家族形態，回答者の属

　　　性，介護の担い手

　「同居家族がいる者」は494人（71％），「いない

要介護度1

　23％

　　　　　　　　　　　　　2
　　　　　　　　　　　　　21％

第１図　要介護度別の人数シェア（総数693人）

　　　　　　　　　　　　　　　－38－

□要支後

口要介護度１

０２

□３

■４

０５

■無回答



第５表　中心的な介護の担い手の続柄

回答数(人) (％)

配偶者

同居している娘

同居している息子の妻

別居している娘夫婦

同居している息子

別居している息子夫婦

同居している娘の夫

親戚

友人，知人

近隣の人

ボランティア

他の同居人

同居の孫

無回答

175

112

106

40

37

19

10

　6

　6

　5

　4

　4

　1

168

25.3

16.2

15.3

　5.8

　5.3

　2.7

　1.4

　0.8

　0.8

　0.7

　0.5

　0.5

　0.1

24.2

計 693 100.0

者」は91人（13％），無回答が108人（16％），で

ある。「同居家族がいる」494人のうち, 164人（全

体の24％）は「高齢者のみ」の世帯であり，79人

（全体の11％）は「日中独居（日中は家族がおらず

独りになる）」と答えている。ここで同居家族の有

無とその世帯内容，介護者の同居の有無等から家

族形態を推計すると(1)「独居者」84人（12％），

「高齢夫婦・日中独居」249人（36％），「家族同居」

298人（43％），無回答62人（9％），となる。この

家族形態別シェアからも家族介護力の低下がうか

がえる。

　本調査票に「本人」が回答しているのが156人

（23％），「介護者」が回答しているのが491人

（71％），無回答が46人（7％）である。回答して

いる介護者の続柄は多い順に，「娘」165人（24

％），「配偶者」128人（19％），「息子」86人（12

％），「息子の妻」84人（12％）等となっている。

　介護の中心的な担い手を１人あげてもらったと

ころ，第５表の結果が得られた。「配偶者」175人

（25％）が最も多く，次いで「同居の娘」112人

（16％），「同居の息子の妻」106人（15％）と続く。

「配偶者」と答えた175人のうち「男」は62人

（35％），「女」は92人（53％），無回答は21人

（12％）である。

　介護の中心的担い手として女性が多いのは全国

一般の傾向と同様だが，そのなかで娘（夫婦）合

計162人が息子（夫婦）合計162人と並ぶほど多

いことが都市的な特徴のように思われる。

39

相川ほか：介護保険に対する利用者の反応とその特徴

第６表　補助的な介護の担い手の続柄（複数選択肢）

回答数（人） (％)

同居している息子

別居している娘夫婦

配偶者

同居している息子の妻

同居している娘の夫

同居している娘

別居している息子夫婦

別居している孫

近隣の人

友人，知人

親戚

ボランティア

他の同居人

中心的な担い手のみ

無回答（担い手欄空白）

120

　78

　74

　65

　61

　40

　36

　24

　20

　17

　16

　9

　8

270

　59

17.3

11.3

10.7

　９．４

　９．８

　５．８

　５．２

　３．５

　２．９

　２．５

　２．３

　１．３

　１．２

39.0

　８．５

回答数計（実数） 693 100.0

注．回答割合は，実数に対するのべ回答の割合．

　次に，介護の補助的な担い手をあげてもらった

ところ，第６表（複数選択）の結果が得られた。

「同居の息子」120人（17％，調査回答総数693人

に占める割合，以下同様）が最も多く，中心的担

い手にはなりにくいものの，補助的にはかなり

担っていることがうかがわれる。補助的担い手と

してならば，「近隣の人」，「友人，知人」，「ボラン

ティア」なども少数ながらいることがわかる。

　（２）要介護度の認定

　要介護度認定について満足度を尋ねたところ，

「満足」239人（35％），「概ね満足」253人（37％），

「どちらでもない」93人（13％），「やや不満」81人

（12％），「不満」18人（3％），無回答９人（1％），

である。「満足」と「概ね満足」を合わせると

72％，「やや不満」と「不満」を合わせると15％に

なる。

　第２図は要介護度別に認定への満足度別シェア

を棒グラフで示した。「やや不満・不満」割合は要

介護2，3の中位の者に多いため，「満足」と「概

ね満足」の合計割合は中位認定がへこんだ凹型分

布になっている。

　認定に「やや不満・不満」と答えた99人につい

て，不満理由別（複数選択），要介護度別にクロス

集計したのが第７表である。「身体障害が低く判

定されている」，「判断基準があいまい」，「痴呆が
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３
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１
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定
へ
の
満
足
度
別
シ
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ア

０

要支援　　要介護度１　　　２　　　　　３　　　　　４　　　　　５

　　　　　　　　　　　　　　要介護度6区分

　　　　　　　　第２図　要介護度別の認定への満足度別人数シェア

□やや不満･不満

□どちらともいえない

■概ね満足

口満足

第７表　不満理由別，要介護度別人数（複数回答：不満者の実数計99人）

計（人） 要支援
要　介　護　度

１ ２ ３ ４ ５

身体障害が低く判定されている

家族状況への配慮がない

判定基準があいまい

痴呆が低く判定されている

調査が面倒，不親切，難解

設定までに時間がかかり過ぎ

38

34

31

26

12

8

５

１

４

１

０

０

１５　　１０　　３　　５　　０

７　　１１　　７　　６　　２

９　　８　　５　　３　　２

９　　１０　　５　　１　　０

２　　３　　４　　２　　１

１　　３　　４　　０　　０

低く判定されている」という不満は要介護度1，2

の低い認定者に多く，「家族状況への配慮がない」

という不満は要介護度２を中心に全般的に分布し

ている。

　（３）ケアプランの作成

　１）ケアプランの作成依頼先，満足/不満足

　　　度とその理由

　ケアプラン作成の依頼先の決め方は，多い順に

「今まで利用していたサービス事業者に勧められ

て」367人（53％），「事業者一覧表などから自分で

選んだ」174人（25％），「他者（友人，知人）に勧

められて」39人（6％）であるが，「その他」とし

て「かかりつけ医に勧められて」31人（5％），「今

まで利用していたサービス事業者を自分で選ん

で」27人（4％），「市や在宅介護支援センターの紹

介で」11人（2％）等があげられている。馴染みの

ある事業者からの勧めでケアマネジメント機関

（居宅介護支援事業者）を決めている者が多く，半

数以上にのぼる。かかりつけ医や市の窓口に相談

している者も１割近くいる。

　その一方で，一覧表などで情報を集めたり比較

検討して自らの判断で事業者を選択している者が

３割近くいる。今後，利用者がケアマネージャー

の役割についての理解を深めることにより，さら

に自主性が出てくると思われる。

　次に，ケアプラン作成について満足度を尋ねた

ところ，「満足」268人（39％），「概ね満足」293人

（42％），「どちらでもない」79人（11％），「やや不

満」34人（5％），「不満」７人（1％），無回答12人

（2％），であった。「満足」と「概ね満足」を合わ

せると81％，「やや不満」と「不満」を合わせると

約6％である。

　そこで，ケアプラン作成に「満足」または「概

ね満足」と答えた者にその理由を尋ねた結果（複

数選択）は，次のとおりである。「ケアマネー

ジャーの対応が丁寧で分かりやすい」372人（「満

足」と「概ね満足」の合計561人に対する割合

40－



66％，以下同様），「利用者や家族の意見・希望を

尊重してくれる」334人（60％），「ケアプランの変

更等に臨機応変に対応してくれる」296人

（53％），「契約書を取り交わしている」253人

（45％），「希望するサービスが受けられる」150人

（27％），「対応が迅速・正確である」135人

（24％），等である。

　他方，ケアプラン作成に「やや不満」および「不

満」と答えた者にその理由を尋ねた結果（複数選

択）は，次のとおりである。「希望する事業所や

サービスに空きがなく利用できない」18人（「や

や不満」と「不満」の合計41人に対する割合

44％，以下同様），「ケアマネージャーの説明が不

十分，親切・熱意が足りない」16人（39％），「ケ

アマネージャーの知識不足」14人（34％），「ケア

マネージャーになかなか連絡がとれない」10人

（24％），「対応が遅い，処理が不正確」８人

（20％），「利用者や家族の意見や希望を聞いてく

れない」７人（17％）等である。

　ケアプラン作成については561人（回答者総数

の81％）が「満足」・「概ね満足」しており，満

足度が高いと言える。介護保険の開始段階で時間

的猶予が短くプラン作りに追われた経過を考えれ

ば，この満足度の高さは予想以上である。いろ

いろ問題はあるが，利用者の意見や希望を聞いて

作成するケアプランの作成の仕方がまずは歓迎さ

れ，評価されたと考えて良いだろう。

相川ほか：介護保険に対する利用者の反応とその特徴

　（４）サービス利用状況

　　１）介護保険導入の前後におけるサービス利

　　　用者数の増減

　第８表は各種在宅サービスについて介護保険の

導入前と後の利用者数を示している。利用者数が

多いのは在宅３本柱と言われるホームヘルプ，デ

イサービス，ショートステイであり，導入前と後

の増加率は24～26％である。最も利用者数の多

いデイサービスは，介護保険導入前と後で282入

から354入へと26％増加したので，利用者数は

調査回答者の過半を超えている。

　介護保険を機に利用開始した者が多いのはデイ

サービス90入（介護保険導入前の利用者数に対

する割合32％，以下同様），ショートステイ53入

（35％），福祉用具貸与49入（66％）などである。

逆に利用中止した者が多いのはデイサービス18

入（6％），ショートステイ13入（9％），訪問看護

12入（9％），通所リハビリ12入（20％）などであ

る。

　また増加率でみれば，福祉用具貸与，通所リハ

ビリが絶対数は少ないものの58％，38％と高く，

他方で訪問看護は12％と低いレベルにとどまっ

ている。

　８種の在宅サービス全体（延べ合計）では，介護

保険導入後も利用の継続891入，利用の中止86

入，利用の開始340入，利用者増加数（開始と中

止の差し引き) 254入，利用者増加率は26％で

あった。

　２）利用量の増減と中止・減少の理由

　第９表は介護保険導入前も後も介護サービスを

第８表　介護保険導入の前後における在宅サービス利用者数の増減

詔%

（a）人

利用を
中　止

（b）人

診祗

（c）人

保険の前
利用者数

　a＋b　（d）人

保険の後
利用者数

　a＋C　（e）人
鸚牡
聯
(皿

ホームヘルプ

訪問入浴

訪問看護

デイサービス

ショートステイ

通所リハビリ

訪問リハビリ

福祉用具貸与

134

　81

122

264

139

49

34

68

　7

10

12

18

13

12

8

6

41

28

28

90

53

35

16

49

141

　91

134

282

152

61

42

74

175

109

150

354

192

　84

　50

117

34

18

16

72

40

23

　8

43

24.1

19.8

11.9

25.5

26.3

37.7

19.0

58.1

延べ合計 891 86 340 977 1,231 254 -

延べ合計シェア(％) 91 ９ 35 100 126 - 25.9
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第９表　介護保険導入前から介護サービス利用を継続する者の介護保険以降の利用

　　　　量の増減とそのシェア

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:人,（％）

保険の前より
利用量が増加

ほぼ同じ 減　　少 計

ホームヘルプ

訪問入浴

訪問看護

デイサービス

ショートステイ

通所リハビリ

訪問リハビリ

福祉用具貸与

40 (28)

19 (23)

14 (12)

87 (31)

39 (27)

13 (22)

5 (14)

11 (15)

90 (63)

63 (75)

88 (73)

169㈲）

55 (38)

41 (68)

25 (78)

59 (81)

12 ( 9)

　2 ( 2)

19 (15)

23 ( 8)

51 (35)

6（10）

2 ( 6)

3 ( 4)

142 (100)

84（100）

121 (100)

279 (100)

145 (100)

60（100）

32 (100)

73（100）

延べ合計とシェア（％） 228 (24) 590 (63) 118 (13) 936 (100)

利用している者に，利用量が増えたか減ったかを

尋ねた結果である。介護保険導入後，各サービス

とも利用量を増やした者が多く，上記の在宅３本

柱の増加率は27～31％である。利用量が「ほぼ同

じ」という者が最も多く，ショートステイ38％を

除いて，それぞれのサービス利用者の過半数以上

（61～81％）を占めている。８在宅介護サービス全

体（延べ合計）では，「保険前より利用量が増加」

228入（24％），「ほぼ同じ」590入（63％），「減少」

118入（13％）の構成になっている。

　介護保険を機に「利用を中止した」または「減

少した」という者に，その理由を尋ねた結果は次

のとおりである（複数選択）。利用を中止，または

減少させている理由は多い順に，「自己負担が増

えた」47入，「希望しても利用できない」33入，

「施設や病院に入ったから」19入，「身体状況の変

化などにより利用できなくなったため」12入，

「介護サービス担当者が変わったので」10入，等

であった。なお，「希望しても利用できない」理由

の内訳には，一つに空きがないこと，二つに介護

保険ではショートステイに利用限度額かおるため

要介護度が低い場合は以前ほど利用できなく，利

用限度があると緊急時への不安のため利用を抑制

せざるをえないこと，等が含まれる。

　　３）利用者負担，利用率と利用率の低い理由

　介護保険の前と後とで,利用者負担（自己負担）

が増えたか否かを尋ねた結果は「増加」366入

（53％），「ほぼ同じ」103入（15％），「減少」58入

（8％），無回答166入（24％）である。半数以上が

負担増と答えている。

　要介護度ごとに定められている利用限度額の何

第10表　利用限度額に対する利用量の割合

回答数（人） (％)

３割未満

３割～5割未満

５割～8割未満

８割～10割未満

10割以上

無回答

199

114

120

104

22

134

(28.7)

(16.5)

(17.3)

(15.0)

( 3.2)

(19.3)

計 693 100.0

割くらいを実際に利用しているか（＝利用率）を

尋ねた結果は，第10表のとおりである。利用率が

３割未満の者が199人（29％）と最も多く，半数近

くの者が利用率５割未満である。他方，10割以

上，つまり介護保険内のサービスだけでは足りず

自費で上乗せしている者が22人（3％）いる。

　なお，この質問では無回答が多く「分かりませ

ん」，「市に聞いてください」などの添え書きもみ

られた。利用限度額について十分な認識がなかっ

たり，利用額をトータルに把握していない場合も

あると考えられる。

　また，利用率が５割未満の者(313人）に対し，

そのように低い理由を尋ねた結果（複数選択）は

多い順に，「家族が介護してくれる」156人,「現行

のサービス量で十分」117人,「利用料（自己負担）

が高くなる」99人，「サービスの内容がよく分か

らない」42人，「他人が家に入ることに抵抗かお

る」33人，「受けたいサービスがない」30人，

「サービスの内容に不満かおる」10人，「本人が利

用を嫌がる，慣れていない」８人，等となった。利

用率の低い理由は，家族介護や現在利用している

サービスだけで足りている，或いは利用料（自己
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負担）の高さといったニーズの充足や経済問題が

中心であり，介護サービス利用へのアレルギー

（他人が家に入ることへの抵抗感やサービス利用

への嫌悪感・不慣れ）を挙げる者は該当者総数の

１割強と少ない。介護サービスを現に利用してい

る者は，サービス利用の追加に利用アレルギーを

さほど持っていないようである。

　なお，現段階では家族の介護や利用している

サービスだけで足りているという者が多いが，弱

体化した家族構成の現状（「独居」12％と「高齢夫

婦・日中独居」36％）を考えると，今後ニーズが

増えるものと予想される。また，サービス利用へ

の抵抗感や利用料負担への抵抗感が薄れてくる

と，加速度的にニーズが増えることも考えられ

る。　　　　　　　　　　　　　　　（堀田きみ）

　注（1）まず,質問６の同居家族の「世帯構成」において,「高

　　　齢者のみ」および「日中独居」と回答した者を家族形態

　　　では「高齢夫婦･日中独居」と一括りにグループ化す

　　　る。また同質問６で「その他」と回答した者を家族形態

　　　では「家族と同居」と命名する。さらに，フェイスシー

ト「同居家族」で「無」と回答した者を家族構成では

「独居者」に分類した。ここにアンダーラインで示した

三つを，新たな家族形態の内訳とする。

　次に，上記家族形態への補正・追加の方法である。

フェイスシート「同居家族」で「有」と回答しながら，

質問６「世帯構成」に無回答な場合かおる。この場合，

質問６の問２「介護者の続柄」で「配偶者」を挙げた者

は「高齢夫婦・日中独居」，それ以外の続柄の同居者を

挙げた者は「その他同居家族」に分類した。

　また，フェイスシート「同居家族」で「無」と回答し

ながら質問６の「世帯構成」にも回答した者がいる。こ

の矛盾する回答例の場合は質問６の問２「介護者の続

柄」を参考にしつつ，基本的に後者の回答を優先した。

3｡介護サービスの満足度と今後の方針

　（１）介護サービスの満足度

　現在利用している介護サービスについて満足し

ているかどうかを，「満足」，「概ね満足」，「どちら

でもない」，「やや不満」，「不満」から選択を求め

た。総数693人のうち「満足」176人（25％），「概

ね満足」325人（47％），「どちらでもない」72人

（10％），「やや不満」57人（8％），「不満」10人

（1.4％），無回答53人（8％）である。「満足」と

「概ね満足」とで全体の72％を占め，介護サービ

相川ほか：介護保険に対する利用者の反応とその特徴

スに概ね満足している者が多い。

　介護サービスの満足度に要介護度や家族形態に

よる差かおるかどうかをクロス集計（表割愛）で

みると，介護サービスの満足度は「要介護度」，

「家族形態」の諸区分による違いはみられないが，

「回答者」による差かおる。調査票への回答者が

「要介護者本人」である場合は，回答者が「介護

者」であるよりも，「満足」している者の割合が高

い傾向がみられる（カイニ乗χ2検定5％水準で有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

意，以下アンダーラインのみを略記）。
一
　介護サービスに「満足」あるいは「概ね満足」

と回答した者に，その理由を尋ねた結果（複数選

択），多い順に上位３項目は，「サービス担当者の

心構えや対応がよい」350人（64％，但し分母は

「満足」「概ね満足」と答えた者に限定しないでこ

の項目の回答者総数545人，以下同様），「家族の

介護負担が減った」191人（35％），「かかりつけ医

と連携がとれている」163人（30％），であった。

これら３項目への高評価には介護保険によるサー

ビス提供方法の変更が多少とも好感をもって受け

とめられたからではないか，と推察される。

　他に介護保険のメリットと思われる理由とし

て，「在宅生活が続けられる」140人（26％），「自

分でサービス事業者を選べる」107人（20％），「多

様な介護サービスを利用できる」83人（15％），

「権利としてサービスを利用できる」63人

（12％），「十分なサービス量が受けられる」60人

（11％），等かおる。各項目一つ一つの回答割合は

高くないが，延べ合計では84％に達している。

　このように介護保険下のサービスは，概ね利用

者に満足されており，それは介護保険によるサー

ビス提供の方法の変更によりもたらされたもので

あった。満足理由10項目と家族形態との関連を

クロス表（集計数488人）でみると，「家族の介護

負担が減った」と評価する者が「独居」に比べて

「家族と同居」する者に多い（「独居」15.9％:「高

齢夫婦・日中独居」37.3%:「家族と同居」41.6％，

χ2検定1％有意，以下同順序で示す）という当然

の関連以外には，介護保険のメリットと思われる

理由と家族形態との間に有意な関連を示す項目は

なかった。

　逆に，介護サービスに「やや不満」「不満」の理

由を複数選択してもらった項目のうち，介護保険
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のデメリットと思われるものを多い順に列挙すれ

ば,次のとおりである。「利用できる施設・サービ

スの不足」24人（26％），「サービス担当者の不馴

れ・技術未熟」20人（22％），「時間が限られサー

ビスが行き届かない」18人（20％），「介護保険対

象のサービスの種類が少ない」15人（16％），

「サービス担当者がよく交替する」14人（15％），

「利用限度額が低い」９人（10％），「事前説明と実

際の内容とが異なる」７人（8％），等である。

　不満理由10項目と家族形態（3区分）との関連

をクロス表（集計数84人）でみると，「独居」の

不満割合は「時間が限られ，サービスが行き届か

ない」（50％:21％:12％，χ2検定5％有意），

「サービス担当者が時間どおりに未ない」（33％:

3％:5％,χ2検定10％有意）に多いのに対し，「家

族と同居」の不満割合は「介護保険対象のサービ

スの種類が少ない」に多かった（13％:6％:

24％,χ2検定10％有意）。「不満」は人数として少

ないが，家族形態にかかわり発生していることが

示唆される。

　（２）介護保険によるサービス提供方針

　介護保険において，サービス利用が増えれば保

険料は高くなり，利用が減れば保険料も安くなる

仕組みになっている。そこで，今後の介護サービ

ス量の充実と保険料との関係について，「保険料

を多少（月500円）高くしても，サービスの充実

を望む」か，「保険料が多少（月500円）でも安く

なるなら，サービス量がその分減ってもよい」と

考えるか，或いは「保険料もサービス量も現状の

ままでよい」かを尋ねた。「現状のままでよい」と

答えた者が383人（55％）と最も多く, 163人

（24％）が「保険料を高くしてもサービスの充実」

を望み，69人（10％）が「保険料が安くなるなら

サービス量が減ってもよい」と考え，78人（11％）

は無回答であった。

　サービスと保険料との関係に対する考えが，要

介護度や年齢などの属性や家族形態など社会的条

件により違いかおるかどうかをみると，「要介護

度」と「回答者」により差が見られ（2項目ともχ2

検定5％有意），「家族形態」，「男女」，「年齢」によ

る差は見られなかった。そのうち，「保険料を高く

してもサービスの充実」を望む者と「保険料が安

くなるならサービス量が減ってもよい」者との

「要介護度」による差を第11表に示しておく。「保

険料を高くしてもサービスの充実を望む」と考え

ている割合は要介護度４に少なく，「保険料が安

くなるならサービス量が減ってもよい」と考えて

いる割合は，大きな差（χ2検定で有意）ではない

が，要介護度が高くなるにしたがい多くなってい

ることが分かる。

　また，「回答者」別には，回答者が「介護者」で

ある場合は「要介護者本人」よりも，「保険料を高

くしてもサービスの充実」を望む割合が高かった

（「要介護者本人」17％:「介護者」29％）。

　このように介護保険料とサービスの関係では，

半数以上の者が現状でよいと考えているが，要介

護度が高い階層で保険料の値下げを，また，介護

者の方が要介護者本人よりも保険料が高くなって

もサービスの充実を望む傾向にあった。

　　　　　　　　　　　　　　　　（山根律子）

4｡要介護度認定およびサービス利用

　　の中止・開始に影響する諸要因

　本章の課題は, (1)要介護度認定に対する満足

および不満が，どのような属性や条件に影響され

派生しているか，また, (2)介護保険を契機とし

て介護サービスの利用量がどの程度増減し，そこ

で利用し始めた者と中止した者などとの間にどの

ような属性や条件の差異かおるかを定量的に明ら

かにすることである。

第11表　介護保険によるサービス提供方針と要介護度との関係

　　　　　　　　要支援　要介護度１　　　２　　　　　３

保険料を高くしても

サービスの充実を望む

保険料が安くなるなら

サービス量が減っても良い

(人)

(％)

-
(人)

(％)

８
Ｃ
Ｏ

１
ｃ
＾

４
I
D

4
0
2
7

I
D

O

Ｉ
Ｉ
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Ｏ
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　（１）介護保険に関する意識５項目の関連性

　アンケート調査票（末尾掲載）は，［質問1］要

介護度認定，［質問2］ケアプランの作成，［質問

3］介護保険導入に伴う利用量の増減，［質問4］介

護サービスの満足度，［質問5］介護保険による

サービス提供方針，という５つの質問群から構成

されている。上記５質問群の中から意識にかかわ

る中心的な質問項目を一つずつ選び，数量化Ⅲ類

を適用して５項目の関連性を検討することにし

た。

　ここで各質問群の中から選んだのは，「介護保

険による認定要介護度への満足度（略称，認定満

　　　-　　一足，以下同様）」，「作成ヶアプランヘの満足度（プ
　　　　　　　　　　　　　　　ー
ラン満足）」，「介護保険利用限度額に対する実際

相川ほか：介護保険に対する利用者の反応とその特徴

の利用額のシェア(限度額シェア)｣，｢利用してい

る介護サービスヘの満足度(介護満足)｣，｢保険料
-　　-　　　-

との関係でみた介護保険のサービス提供方針の選

択（保険方針）」，の五つである（アンダーライン

付き太字をピックアップして略称とする）。なお，

「限度額シェア」は利用状況を表す指標であるが，

その背後には介護保険に対する意識（例えば，利

用控えという意識）が存在し，意識との関連性が

強いとみてここに取り上げた。

　第12表の（Ａ）カテゴリースコア表は，前述の

５質問項目間の似た（相関関係が強い）要素を数

量化Ⅲ類により集約して作成された（合成変量に

もとづく）１軸，２軸と，元の５質問項目との関連

性の強さを表すスコアであり，これにより軸の意

（Ａ）カテゴリースコア表

カテゴリー名

認定満足

プラン満足

介護満足

保険方針

限度額シェア

　　１軸

－0.0105063

-0.0085618

　0.0085607

-0.0181421

　0.0334444

0.04

0.03

0.02

0.01

1軸

０

0.01

-0.02

－0.03

第12表　介護に関する意識５項目の関連性

　　　　　一一数量化Ⅲ類による

　　　　　　　　　　　　（Ｂ）固有値表

　　２軸

-0.0150298

-0.0135662

-0.0092203

　0.0311024

　0.0112557

軸No. 固有値 寄与率(％) 累積(％)

１

２

0.0438

0.0230

50.9

26.7

50.9

77.6

（C）カテゴリースコア点グラフ

◆介護満叉

　　　　◆限度額シェア

１

◆◆プラン満足

認定満足 ◆

保険方針

－0.02 0.01 ０ 0｡01

2軸
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味を解釈することができる。

　１軸は，「保険方針」と「限度額シェア」とが正

負対称で比較的大きなスコア値を示している。こ

の関連性を元の質問項目にたち戻って解釈すれ

ば,「保険料を多少高くしても，サービスの充実を

望む」者が「限度額シェア」５割未満の者に多いと

いう傾向を現わしている（「保険料を多少高くし

ても，サービスの充実」と「保険料が多少でも安

いなら，サービス量がその分減ってもよい」との

総数に占める割合は，限度額５割以上者が21％:

14％に対して，５割未満者が34％:7％）。言い換

えれば，介護サービスを比較的よく利用し自己負

担費用の嵩む者は保険料の値上げを望まず，一部

にはサービス低下しても値下げまで望むのに対

し，逆に介護サービスを利用せず自己負担費用も

少ない者は保険料を値上げしてもサービスの充実

を望むことが多いのである。この意味で１軸は，

介護サービスの利用度合いと経済的負担感との関

連性が強いことを物語っている。

　２軸は,認定要介護度，ケアプラン，介護サービ

スヘの満足度といった現行サービスヘの好感度

と，「保険方針」や「限度額シェア」といった介護

保険への実際的態度とが対称的な位置にあること

を示している。これを元の質問項目にたち戻り，

「認定満足」と「保険方針」を例として解説すれ

ば，次のようである。介護保険の要介護度認定に

満足（および概ね満足）な者は，「保険料もサービ

ス量も現状のままでよい」（満足者66％:不満者

52％）という考えが多く，他方で，要介護度認定

に不満な者は，「保険料が多少でも安くなるなら，

サービス量がその分減ってもよい」（満足者8％:

不満者18％）と考えている。このように２軸は，

現行サービスヘの好感度と実際的な介護保険への

姿勢との正の対応関係を示すものと考えられる。

　（Ｂ）の固有値表は，これら２軸によって，元の

５質問項目がもつデータ情報量の何％まで集約し

たかを示している。当測定ケースの場合，１軸が

51％，2軸が27％，合わせて78％をこれら２つの

軸に集約している。累積寄与率は高く，数量化Ⅲ

類による集約が有効であった，と言える。

　（Ｃ）のカテゴリースコア点グラフは，これら２

軸を座標にして作成した散布図で，カテゴリース

コアにもとづいて５質問項目の位置づけをしたも
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のである。「保険方針」，「限度額シェア」は独自の

位置にあるが，「認定満足」「プラン満足」「介護満

足」はまとまっている。後三つの質問項目のまと

まりは，好感度という意識レベルでそれらが密接

に関連することを示唆している。

　（２）要介護度認定に影響する意識・状況・家

　　　族形態

　本節では，要介護度認定に対して満足と回答し

た者と不満足と回答した者とがどのような意識，

状況，家族形態の差異により判別できるかを，数

量化Ｈ類を適用して検討する。判別のために用い

た項目として，前節で用いた５項目の中から「限

度額シェア」と「介護満足」を，その他に「家族

形態」，「要介護度」，「性別」を取り上げた。

　前節で示したように，「限度額シェア」と「保険

方針」とは負の対応関係にあり，ともに１軸を構

成する主項目なので，介護サービスの利用状況を

示す前者をもって代表させることにした。また，

「認定満足」，「プラン満足」，「介護満足」の３項目

は意識を表わす点で同グループに位置するため，

ここでは「介護満足」で代表させた。

　この他に，介護力に関連する指標として家族形

態（「独居」，「高齢夫婦・日中独居」，「家族と同

居」の３区分），高齢者本人の属性として「性別」，

健秉状況を示す指標として「要介護度」（要支援・

要介護度1,要介護度2,要介護度3～5の３区分）

を加えた。

　第13表は，要介護度認定に対して満足する者

と不満な者との区別に，上記５項目がどの程度影

響しているかを数量化Ｈ類により計測した結果で

ある。

　判別的中率は72％である。説明変数５項目間

の影響力の大きさは，レンジの大きさ（カテゴ

リースコアの最大隔差）で推量できる。「介護満

足」，「限度額シェア」，「家族形態」，「要介護度」，

「性別」の順番になる。カテゴリースコア表の「カ

テゴリ一計に占める認定満足度のシェア」欄をみ

ると，介護サービスに満足する者の82％まで要

介護度認定にも満足しているのに，介護サービス

に満足でない者は39％しか要介護度認定に満足

していないことになる。ただ，影響順位２位の

「限度額シェア」において，限度額の「5割以上」



相川ほか：介護保険に対する利用者の反応とその特徴

　　　　　　　　第13表　要介護度認定の満足の有無に影響する意識，状況，属性

　　　　　　　　　　　　　　　　　一一数量化ｎ類による

分析精度：判別的中率　71.9%　　相関比　0.178

カテゴリースコア表

項　目　名 カテゴリー名 データ数
レンジと
その順位

カテゴリー
ス　コ　ア カテゴリ一計に占める認定満足度のシェア(％)

介護満足 満足

満足でない

361

109

0.962

　1位

　0.223

-0.739

82

39

限度額シェア 50％以上

50％未満

262

208

0.180

2位

　0.080

－0.100

76

68

家族形態 独居

高齢夫婦・日中独居

家族と同居

　56

176

238

0.176

3位

　0.113

－0.063

　0.020

77

71

73

要介護度 要支援・要介護度１

要介護度２

要介護度3-5

150

108

212

0.097

　4位

－0.039

－0.046

　0.051

71

70

74

性　別 男性

女性

143

327

0.043

　5位

　0.030

－0.013

75

71

注(1) 5説明項目相互の単相関係数に有意な相関が認められるのは「要介護度」と「限度額シェア」間の0.09（有意

　　水準5％）のみである.

　（2）「家族３形態」のカテゴリーのうち「独居」と「高齢夫婦・日中独居」を併合して２カテゴリーで再計算する

　　と，３位と４位のカテゴリーが逆転し，判別的中率が69.6%へと低下する．

第14表「家族状況への配慮がない」および「痴呆が低く評価」と意識，属性，状況とのクロス表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:人,（％）

家族状況へ配慮がない 痴呆が低く評価
合　計

有 無 検定 有 無 検定

家族３形態 独居

高齢夫婦・日中独居

その他家族

　1巾)

22(44)

12(29)

8(89)

28(56)

30(71)

＃ 5(56)

10(20)

11(26)

4(44)

40(80)

31(74)

＃ 9(100)

50(100)

42(100)

介護満足 満足

満足でない

13(22)

18(46)

46(78)

21(54)

＊ 15(25)

10(26)

44(75)

29(74)

59(100)

39(100)

要介護度 要支援・要介護度１

要介護度２

要介護度3-5

8(22)

11(35)

15(39)

29(78)

20(65)

23㈲)

10(27)

10(32)

6(16)

27(73)

21(68)

32(84)

37(100)

31(100)

38(100)

限度額シェア 50％未満

50％以上

12(33)

15(33)

24(67)

31(67)

4(11)

17(37)

32(89)

29(63)

＊ 36(100)

46(100)

性別 男性

女性

10(38)

22(31)

16(62)

49(69)

5(19)

21(30)

21(81)

50(70)

26(100)

71(100)

注（1）「家族状況への配慮がない」を被説明変数として，表側５項目を説明変数とした数量化II類の測定結果は，判別

　　的中率70%, 5項目の影響順位は表側に並べた順で，そのレンジは0.712, 0.653, 0.489, 0.147, 0.052である．ま

　　た，「痴呆が低く評価」を同上手法で測定した結果は，判別的中率63%, 5項目の影響順位とレンジは表側に並べ

　　た順に，１位0.698, 4位0.459, 3位0.380, 2位0.033, 5位0.022である（但し，データ総数は共に73人）.

　（2）表頭の検定はχ2検定で，＊は5%, #は10％で有意であることを示す．

利用者は76％まで要介護度認定に満足するが，

「5割未満」の者は68％しか満足していないとい

うように，関連の仕方は整合的（正の方向）だが，

その隔差はさほど大きくない。そして，その点は，

影響度順位の２位以降の項目はレンジ値が小さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー

く，影響度の小さいことによっても確かめられ

る。

　これらから要介護度認定に満足する者は，介護

サービスに満足している者であること，また，

サービス利用状況(｢限度額シェア｣)，属性(性

47－
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別），健康状況（要介護度），家族形態もそれぞれ

要介護度認定への満足に影響するものの，その度

合いは小さいことが分かる。後者の理由だが，そ

れは要介護度認定に満足する者の割合が81％と

高く，状況や属性や家族形態の枠を越えて広く支

持されているため，かえって項目の各カテゴリー

間の差異が生じないからであると考えられる。

　次に，要介護度認定に満足でない理由の中の２

項目である「家族状況（介護力など）への配慮が

ない」と「痴呆が低く判定されている」を取り上

げ，それらがどのような意識，健康状況，家族形

態と関連するかを探ることにする。この２つの理

由は，施設入所者を対象とするタイム調査という

認定方法に結びついて生じた欠陥だと思われるか

らである。

　第14表の左部分は，「家族状況（介護力など）

への配慮がない」を挙げた者と挙げなかった者と

の間に意識，状況，家族形態の５項目間にどのよ

うな違いがあるかについて，クロス表でみたもの

である。第13表と同様数量化Ｈ類で測定した結

果は，判別的中率70％で，５項目間の影響度の大

きさは表側に上から並べた順であった（表掲載は

割愛）。

　具体的には，「家族状況（介護力など）への配慮

がない」という理由は，「高齢夫婦・日中独居」と

いう家族と同居するものの介護力の手薄な利用者

（「高齢夫婦・日中独居」44％:元気な者が多い

「独居」11％），介護サービスに「満足でない」者

（46％汀満足している者）22％）から，多く出さ

れている。

　第14表の右部分は，「痴呆が低く評価」を挙げ

た者と挙げなかった者との間に同じ５項目間でど

のような違いがあるかについてクロス表でみたも

第15表

のである（表掲載を割愛するが，上記同様数量化

Ｈ類で測定した結果は，判別的中率63％で，影響

度の大きい順に「家族形態」，「限度額シェア」，

「要介護度」である）。

　具体的には，「痴呆が低く評価」という不満は，

「独居」（「独居」56％:「高齢夫婦・日中独居」

20％）で，介護サービスを限度額の50％以上の利

用者（「50％以上」37％汀50％未満」11％）から，

多く出されているのである。一般的に障害の軽い

「独居」者に痴呆低評価への不満が多い理由をこ

こでは明示できないが，一因として独居者が家族

と同居する高齢者よりも痴呆への不安感を募らせ

ていると推察される。また，限度額50％以上利用

する者にこの不満が多いのは，痴呆者・家族が，

低評価により低く設定された限度額の枠内で介護

サービスを相対的に多く利用せざるをえない実態

を反映していることが考えられる。

　（３）介護保険開始による介護サービス利用量

　　　の増減の推定

　本稿「2」の第８表に示したが，介護保険実施以

降に介護サービス８種のいずれかを利用しはしめ

た者が340人（延べ合計，以下同じ），逆に中止し

た者が86人であり，差引き254人の増加があっ

たことを明らかにした。これは介護保険実施前の

利用者数977人の26％にあたる。

　本調査は介護サービスの利用量に関連して，調

査票［質問3］の問５で「介護保険で要介護度ごと

に定められている利用限度額の何割ぐらいを実際

に利用しているか」を５階層区分の選択肢の形で

問うている。第８表とこの質問とを組み合せて，

利用者数の変動による介護サービス利用量の増減

を推定してみる。

介護保険導入（2001年４月）に伴う介護サービス（8種延べ合計）利用の

変動形態別，限度額シェア別の人数とその割合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:人,（％）

2000年４月前から継続

2000年４月以降に中止

2000年４月以降に開始

　　　　総　計

30％未満

109(36)

　8(27)

　28(25)

145(33)

30～50

55(18)

10(33)

26(23)

-

91(21)

限　度　額

　50～80

　60(20)

　7(23)

　30(27)

　97(22)

注.χ2（カイニ乗値) = 10.15, P (有意水準の確率)=0.25である．
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シ　ェ　ア

80～100

65(22)

　5(17)

23(21)

93(21)

100％以上

　10(3)

　O(O)

　4(4)

　14(3)

総　計

299(100)

30(100)

ｍ(100)

440(100)



　第15表は，介護保険導入に伴う介護サービス

「総利用変動」３カテゴリーと「限度額シェア」と

のクロス表である。介護サービス「総利用変動」

は，次のようにして３カテゴリーを仕分けた。調

査票の［質問3］の問１で８種の介護サービス毎

に，介護保険実施（2001年４月）前から利用を継

続しているか，実施後に中止したか，実施後に新

たに利用し始めたかを尋ねている。これを８種に

ついて合算し，例えば継続と中止（開始）のサー

ビスが併存ならば中止（開始），中止と開始の数と

が混じる場合，同数なら継続，中止（開始）が開

始（中止）を上回れば中止（開始）と判定し，利

用者一人一人について介護保険導入に伴う介護

サービスの継続，中止，開始のカテゴリーいずれ

かに仕分けたものである。

　同表のデータ数の分布をχ2検定でみると，統計

的に全く差のないことが分かる。介護保険の導入

前から利用を継続する者，中止，或いは新たに開

始する者の人数は，介護サービスの利用量（要介

護度毎に定められた利用限度額に占める実際の利

用量の割合）区分による分布の差異がないのであ

る。

　ちなみに，「限度額シェア」の中位数（たとえ

ば，「30％未満」は15％，「30～50％」は40％，

「100％以上」は110％とみなす）にデータ分布割

合を掛けて,介護サービス「総利用変動」３カテゴ

リ一別の限度額シェア平均値を算出すれば，介護

保険の導入前から利用を継続する者49％，中止の

者48％，新たに開始した者M%, 3カテゴリー全

体では50％であった。継続する者，中止した者

（サービス種類を一部中止したが，なお利用して

いるサービスかおる者），新たに開始した者の三

者とも，現在利用している介護サービス量は介護

第16表
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保険で定められている限度額の50％程度と，違

いがないのである。

　この結果は，前出の第４表での柏市における

「限度額に対する利用割合」平均41.7%に比べて，

8％ほど高い水準である。本調査の回答者が限度

額に対して相対的に介護サービスをよく利用する

者に偏っていることを示唆するものだろう。

　次に，本稿「2」の第９表では，介護サービス８

種のいずれかを継続利用する者の，介護保険実施

以降について，その利用量の増減（延べ合計の

シェア）を示していた。内訳は，「保険の前より利

用量が増加」24％，「ほぼ同じ」63％，「減少」

13％，であった。

　第16表は，継続利用者における「利用量増減」

３カテゴリーと「限度額シェア」５区分のクロス表

である。同表のデータ数の分布をχ2検定でみる

と，統計的に有意差はないものの（有意水準確率

14％），ある程度の偏りのあることが分かる。ちな

みに，上記と同じ方法で「利用量増減」３カテゴ

リ一別の「限度額シェア」平均値を算出すれば，

「利用量増加」者51％，「利用量同じ」者45％，「利

用量減少」者60％，であった。介護保険実施以降

に利用量を増加させた者は同じ者に比べて6％ほ

ど現在の限度額シェアを多く利用しているのであ

る。また，介護保険実施以降に利用量を減少させ

た者は同じ者に比べて，減少させてもなお限度額

シェアで15％ほど多く利用している。以前に多

く利用していた者が介護保険による限度額の設定

を契機に利用量を抑制するようになったわけであ

る。

　介護保険導入を契機として，介護サービスの利

用量がどの程度増えたかを，これまでの調査結果

から大雑把に推定してみよう。

前から介護サービス利用を継続する者の2001年４月以降の利用量の

増減別，限度額シェア別の人数とその割合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:人,（％）

2000年４月前と同じ

2000年４月前より減少

2000年４月前より増加

　　　　総　計

30％未満

67(41)

10(25)

32(33)

109(36)

30～50

33(20)

6(15)

16(17)

55(18)

注.χ2（カイニ乗値) = 12.35, P = 0.14である．

限　度　額　シ　ェ　ア

50～80

29(18)

9(23)

22(23)

60(20)

80～100

30(18)

11(27)

24(25)

65(22)
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100％以上

　4( 3)

　4（10）

　2( 2)

　10（3）

総　計

163(100)

40(100)

96(100)

299(100)
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　まず，第８表では，2000年４月以降に開始した

介護サービス利用者（延べ合計）が35％，中止者

が9％であったことを示した。その差し引き26％

が介護保険導入を契機として増えた介護サービス

利用者数と考えられる。開始者，中止者，継読者

の間に限度額シェアに差異はなかったので，利用

者数の増加の割合はそのまま利用量の増加割合を

も意味する。

　次に，同上（第8）表から，2000年４月前から

のサービス継読者が91％おり，また第９表から

継続利用者（延べ合計）のうち2000年４月以降に

利用量を増加させた者が24％，減少させた者が

13％いることを知る。ただ，本調査ではどの程度

増加（または減少）させたかを尋ねていないので，

仮に上述の中位数から算出した「利用量同じ」者

の限度額シェア平均値45％と「利用量増加」者の

それ51％との差6％を継続的利用者の介護保険

導入による利用量増加部分とみなしてみよう。そ

して，「利用量減少」者の減少量は増加量と同量で

あったとアプリオリに想定する。すると，継続者

の利用量増加は，「利用量増加」者数24％と「利

用量減少」者数13％の差の11％が人数の増加

で，利用量増加者１人当たりの利用増加量は限度

額シェアの6％である。

　2000年４月前からのサービス継読者の利用量

増加（Ｔ）が全体の中でどの程度のシェアを占め

るかをラフに示せば，次の通りである。

　Ｔ＝0.91×0.11×0.06×100％＝0.1×0.06×100％

　　＝0.6％

ただし，

　0.91は，保険導入前の利用者総数に占めるサー

　　　　　ビス継読者数の割合

　0.11は，サービス継読者数の中での「利用量増

　　　　　加」者数割合と「利用量減少」者数割

　　　　　合の差

　0.06は，「利用量増加」者１人当たり推定増加利

　　　　　用量の割合（「利用量増加」者の限度額

　　　　　シェア平均値と「利用量同じ」者のそ

　　　　　れとの差をもって代替）

　上の式から，保険導入前からのサービス継続者

第17表 介護保険導入後の介護サービス「総利用変動」形態別，

家族形態別・要介護度別の人数とその割合

単位：人，（％）

　　　家族形態/要介護度二二
家　族　形　態 要　介　護　度

　　　　　　　高齢夫婦
独　　居　　　　　　　　　　その他家族
　　　　　　　日中独居

要支援

要介護１

要　介　護　度

2　　　　　　3-5

2000年４月前から継続

2000年４月以降に中止

2000年４月以降に開始

47 ( 67)　127 ( 59)　153 ( 55)

4 ( 6)　11 ( 5)　20（7）

19 ( 27)　　77 ( 36)　104 ( 38)

141 ( 69)　69 ( 55)　140 ( 53)

　6（3）　6（7）　23 ( 9)

56 ( 28)　51 ( 40)　102 ( 38)

総　計 70（100）　215 (100)　277 (100) 203（100）　126 (100)　265 (100)

注．介護保険導入後の介護サービス利用の変動形態別と家族形態別の人数のχ2＝4.01，Ｐ＝0.41，変動形態別と要介護

　度別の人数のχ2＝17.76，Ｐ＝0.001である．

第18表　前から介護サービス利用を継続する者の2001年４月以降の利用量の増減別，

　　　　　家族形態別・要介護度別の人数とその割合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位:人，（％）

　　　家族形態/要介護度二：
家　族　形　態 要　介　護　度

　　　　　　　高齢夫婦
独　　居　　　　　　　　　　その他家族
　　　　　　　日中独居

要支援

要介護１

要　介　護　度

2　　　　　　3-5

2000年４月前と同じ

2000年４月前より減少

2000年４月前より増加

39 ( 66)　106 ( 60)　106 ( 46)

5（8）　20 ( 11)　41 ( 18)

15 ( 25)　　52 ( 29)　83 ( 36)

no ( 63)　58 ( 57)　100 ( 47)

21 ( 12)　　12 ( 12)　35 ( 16)

45 ( 26)　31 ( 31)　78 ( 37)

総　計 59（100）　178 (100)　230（100） 176 (100)　101（100）　213 (100)

注．介護保険導入前の介護サービス継続利用者の利用量増減別と家族形態別の人数のz'= 12.33, P = 0.02,利用量増減

　別と要介護度別の人数のχ2＝9.49，Ｐ＝0.04である．
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の利用増による介護サービス利用量の増加分は

0.6％程度で微々たるシェアしか占めない。介護

保険は導入５ヶ月余の段階において，利用者数を

26％増やしたが，１入当たりの利用量の増加をさ

ほど誘発するものでなかった（1％弱），と言い得

よう（1）。

　その理由を示唆するデータを二つ例示すること

で，本章の小括にかえたい。

　第17表は，介護保険導入後の介護サービス「総

利用変動」３形態と家族形態および要介護度との

関連性をクロス表で見たものである。「総利用変

動」形態は家族形態とは関連せず，要介護度と強

く関連する（χ2検定で1％有意）ことが分かる。

具体的には，介護サービス利用の開始（または中

止）は家族形態を問わず全般的に起きたが，障害

度との関連では中・重症者に多い。

　同様に，第18表は継続利用者における「利用量

増減」３形態と家族形態および要介護度との関連

度をクロス表で見たものである。「総利用変動」形

態は家族形態，要介護度ともにかなり関連する

（χ2検定で5％有意）ことが分かる。具体的には，

家族に介護力があればあるほど，また本人が重症

であればあるほど，利用量を増加させる傾向に

あった。

　このように，介護保険導入は，これまで介護

サービスを利用していなかった中・重症者に介護

サービスの利用開始を促して大幅な利用者増加を

もたらしたし，導入前からの利用継続してきた

中・重症者も小幅ながら利用量を増加させた。ま

た，家族形態との関連では，介護保険の導入はい

ずれの家族形態においても利用者数を増加させた

し，他方で導入前からの利用継続してきた者のな

かでは介護力のある家族の方が，利用量を現状に

とどめず，変化（増加あるいは減少）させる傾向

にあった。　　　　　　　　　　　（相川良彦）

注（1）本論における利用者数の増加率が26%,利用者１人

　　当たりのサービス利用量の増加が1％弱という仮定の

　　妥当性を，厚生省調査と比較しておこう（厚生省圓）。

　　厚生省調査（86市町村）は，介護保険導入により増えた

　　サービス提供量の増加を64%,うちサービス利用者数

　　の増加を23％と報告している。その差し引き41％は

　　利用者１人当りの利用量増加によりもたらされたこと

　　になる。　これに対して，本調査の利用者数増加は26％

相川ほか：介護保険に対する利用者の反応とその特徴

であり，またサービス継続者の利用量増加者１人当た

り利用量増加を6％と仮定した（継続者回答総数で割

れば1％へと低下）。利用者数の増加はほぼ同レベルだ

が，１人当たり利用増加量は，本論の仮定が大幅に低め

であったことになる。ただ，厚生省調査の提供量とは，

事業所数または定員の集計値である。仮に，提供量が利

用限度額を100％充足する水準と一致する場合，第４

表から実利用量が利用限度額の43％なので，実際に増

えた利用量は28％になる(63%×0.43)。うち利用者数

の増加が23％であるから，その差し引き，すなわち１

人当たり利用量増加の寄与分は5％になる。そして，現

段階の提供量が利用限度額を下回る段階にあると想定

すれば,実際に増えた利用量は28％以下であり，（それ

と利用者数の増加率23％との差し引きで算出される）

１人当たり利用量増加の寄与分も5％以下の水準に低

迷する。本論の調査結果および仮定との大きな食い違

いはないのである。

5｡ま　と　め

　柏市はJR常磐線沿線にあり，東京のベッドタ

ウン的性格が強い都市である。全国平均に比べて

都市的要素が強いために，介護保険の導入に伴う

介護サービス利用の増加が多いと見込んでいた。

ただ，2000年春から初夏に実施された厚生省調査

と柏市調査結果を照らし合わせると，要介護度の

階層分布や利用限度額に対するサービス利用割合

（「限度額シェア」）は全国とほぼ同じレベルにあ

ることが分かった。このことは，高齢者の要介護

度（＝健康状態）やサービス利用に対する抑制傾

向に関して，さほど地域差がないことを推察させ

る。本稿の狙いは，介護保険に対する要介護者・

家族の受け止め方とその属性，状況，家族形態に

よる違いを明らかにするとともに，介護保険が介

護サービス利用に与えた影響を例示することに

あった。

　柏市および当所プロジェクトは，連携して同市

在住の要介護者・家族1000名に対し郵送による

アンケート調査を行い, 693名から回答を得た。

その調査票は，高齢者の一般的な社会状況を尋ね

るフェイスシートと五つの質問群から構成されて

いた。具体的には，［質問1］要介護度認定，［2］

ケアプランの作成，［3］介護保険導入に伴うサー

ビス利用量の増減，［4］介護サービスの満足度，

［5］介護保険によるサービス提供方針，である。

51－



農林水産政策研究　第１号

本報告で「2.介護保険の実施状況への反応」は質

問［1］～［3］を，また「3.介護サービスの満足度

と今後の方針」は［41，［5］を順次集計・整理し

た。さらに，「4.要介護度認定およびサービス利

用の中止・開始に影響する諸要因」において，要

介護度認定の偏り，および介護保険を契機とする

サービス利用の変化について，実態とその要因を

検討した。そこで得た知見を章別編成と問題意識

に沿って要約すれば，以下のとおりである。

　「2.介護保険の実施状況への反応」において，

次の諸点を明らかにした。

　第１に，調査対象者は女性が３分の2，また80

歳以上の者が過半数を占めていた。家族形態別で

は，「独居」12％，「高齢夫婦・日中独居」36％で

両者を合わせると約半数になり，家族介護力の弱

化が家族形態面から進行していた。介護の担い手

の続柄を多い順に列挙すれば，「同居の娘」112人

＞「同居の息子の妻」106人＞「妻」92人等であり，

介護の担い手は女性が中心となっていた。ここ

で，女性に介護が背負わされるのは全国的傾向と

同じだが，息子の妻より娘の方が多いのは都市的

地域の特徴であると考えられる。

　第２に，介護保険の認定要介護度において，「家

族状況（介護力など）への配慮がない」「痴呆が低

く判定されている」などの偏りが懸念されてお

り，それは柏市の要介護者家族においても実感さ

れているか，という問題である。

　当市の要介護度認定について，「満足」「概ね満

足」の計72％，「どちらでもない」13％，「やや不

満」「不満」の計15％，無回答1％であった。 2000

年５月に千葉市が実施した市職員による電話調査

結果（千葉市〔3〕）では，「納得している」「概ね

納得している」の計91％，「やや不満である」「不

満である」の計9％であったから，20％も柏市は

満足度が低いことになる。この差には調査方法の

違いが強く反映しているように思われるが，とも

あれ当市において３割近い要介護者が介護保険の

要介護度認定に満足していない事実は心に留めて

おかなければならない。

　なお，要介護度認定への不満は，本調査では要

介護度の中位の者から多く出された。不満な理由

との対応関係では，家族状況への配慮のなさへの

不満は要介護度２を中心に全階層で出され，身体
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障害や痴呆への低評価に対する不満は，要介護度

１・２の階層に多かった。これらは，世上で懸念さ

れているような厚生省の要介護度認定のもつ偏り

への不満が，当市の要介護者・家族の一部におい

ても実感されていたことをうかがわせる。

　第３に，ケアプランは介護保険開始時に作業量

が集中したこと，或いは，ケアマネージャーが経

済的理由で他の機関に所属して活動することから

くる中立性への危惧もあって，満足のいくものと

なったか，という問題である。

　ケアプラン作成の依頼先は，５割以上の者が今

まで利用していたサービス事業者に勧められて選

んでいた。介護サービスの利用は，馴染みの有無

に左右されて，ドライに割り切って選ぶわけには

いかない側面かおる。他方，作成されたケアプラ

ンに対しては８割以上の者が満足していた。そし

て，介護サービスに満足している者がケアプラン

にも満足する傾向が見られた。時間的余裕がなく

て慌てて作成されたケアプランではあったが，利

用者の要望に応じて作成するというプロセスがこ

のように高い満足感を利用者に与えたのではない

か，と思われる。

　第４に，介護保険の開始が介護サービス利用者

数と利用量に与えた影響である。サービス種類別

の利用者数では，在宅３本柱といわれるデイサー

ビス，ショートステイ，ホームヘルプが利用者数

も多く，かつ介護保険実施を契機として25％前

後の増加をみた。在宅３本柱を含む８種の介護

サービスについて，介護保険の導入前後での利用

者数増加率をみると，最高が福祉用具貸与58％，

最低でも訪問看護12％となり，介護保険の実施

が多かれ少なかれサービス利用者数の増加をもた

らしたことが分かった。

　また，介護保険開始前から在宅サービス８種の

いずれかを継続利用している者で開始後に利用量

を増加させた者の割合は24％，逆に減少させた割

合は13％であった。中止・減少理由としては，利

用者負担（自己負担）が増えたから，希望しても

利用できない（利用限度額や空きがない）などが

主なものであった。

　なお，利用限度額に対する利用割合（限度額

シェア）はおよそ半数が５割未満であった。利用

割合が低いのは，家族介護に支えられて現行サー



ビス量で間に合うことや，自己負担もあるためで

あった。介護保険の施行は，一方で介護サービス

利用者数を増加させたが，他方，個々人では利用

の手控えもあり，期待通りに利用総量を増加させ

ていないという状況も生み出していた。

　次に，「3.介護サービスの満足度と今後の方針」

において，以下の諸点を明らかにした。

　第５に介護サービスの満足度の程度と，それに

影響する属性や家族状況の問題である。介護サー

ビスに対して７割強の者が満足し，逆に約１割の

者が不満に思っていた。調査回答者が要介護者本

人の方が，介護家族よりも満足という答えが多

かった。また，満足と不満の理由とも介護保険の

サービス提供方法の変更に関連するものが多かっ

た。満足の理由内訳には家族形態による差異は認

められないが，不満理由の内訳項目の中には家族

形態により差異のあるものがあった。すなわち，

「独居」者はサービス時間が限られ，またサービス

担当者が時間どおりに来ないことに不満なのに対

し，家族と同居する者は介護保険対象のサービス

の種類が少ないことに不満を示していた。

　第６に，利用者は１割の自己負担額と受ける介

護サービスとの関係をどう考え，今後どのような

介護保険の施策方針を望むか，という問題であ

る。まず，介護保険の施策方針について，過半が

現状で良いと考えていた。その中で，保険料が安

くなるならサービス量が減ってもよいと考えてい

る者も少数ながらいて，その割合は，要介護度の

高い者ほど多くなっていた。また，保険料が高く

なってもサービス充実を望む者は，回答者が要介

護者本人よりも介護家族の方に多かった。障害が

重いほど経済的負担を重く感じていること，介護

家族の方が労力負担からの解放をもとめて介護

サービスの充実を望むこと，などがそこにうかが

えた。

　さらに，「4.要介護度認定及びサービス利用の

中止・開始に影響する諸要因」において，次の諸

点を統計手法等の適用により明らかにした。

　第７に，「認定満足」に対しては，「介護満足」

や「限度額シェア」が正対応する方向で影響して

いた。介護サービスに満足し，利用限度額に占め

る利用料割合が５割を越える者が要介護度認定に

も満足するというようにである。また，「家族状況
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への配慮がない」という不満は介護サービスに満

足しておらず，家族介護力のない「高齢夫婦・日

中独居」から多く出されていた。さらに，「痴呆が

低く評価されている」という不満は「限度額シェ

ア」50％以上のサービスをよく利用する「独居」

者に多かった。この測定結果は低評価により痴呆

者の利用できる限度額が低めに抑えられている実

態を示唆するものと考える。

　第８に，介護保険導入にともなう介護サービス

利用の増加量が全体としてどの程度のものであっ

たかを推定した。介護保険導入により介護サービ

スを新たに開始した者と中止した者との差し引き

で利用者数は26％増加していた。また，介護保険

前からの継続的利用者（総数の91％）のうち，利

用量を増加させた者と減少させた者との差し引き

人数が11％で，その１入当たりの利用量（限度額

シェア）増加率を6％と仮定した場合，この増加

が全体の利用量を押し上げる割合は1％弱にとど

まっていた。

　このように，介護保険導入を契機として介護

サービス利用は合計で27％程度増加したと推定

された。その内訳は，新たに介護サービス利用を

開始した者が26％，前から利用を継続する者が利

用量を増やした分か1％弱であった。身体状況と

の関連では，中・重症（要介護度2-5）の者がこれ

まで利用を控えてきた介護サービスを新たに利用

し始めたり，利用量を増加させたこと，家族形態

との関連では，独居より介護力のある家族と同居

する者の方がより多く介護サービスの利用を開始

させていたこと，などの傾向を指摘した。

　以上，本報告では，介護保険実施後５ヶ月の段

階における（都市部である）柏市の介護保険対象

者の介護実態とその問題点を提示し，要介護度認

定の偏向および介護サービス利用の増減とそれに

影響する要因を摘出した。　　　　（相川良彦）

補論　要介護度認定における

　　　痴呆軽視傾向

　介護保険の認定要介護度は，データベースであ

る介護時間調査が福祉施設の入所者を対象にして

行われた調査のために，痴呆度の認定が囲い込み

可能な施設での調査では在宅介護に比べて過少に
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自立

　　Ａひどい物忘れ

六万

自立

見守りが必要

Ａ移乗

見守りが必要

一部介助

全介助

Ａ食事摂取

　　　　Ｂ複雑動作

　　　　　　1
14.8点以下　14.9点以上

一部介助

全介助

1｡2点以下

20.5分

Ｂ複雑動作

※Ｂ身の回り

1｡3点以上

7｡4分 12.1分12.7分　　　　　　14.2分

第３図　要介護度認定基準時間の推計方法一一整容の例の抜粋-

　　　資料:厚生省〔5〕による。

評価されたのではないかといった偏りが懸念され

た。本論では柏市の介護保険利用者アンケート調

査においても「痴呆が低く判定されている」こと

への不満の存在を指摘した。その傍証として，拙

論では，「痴呆が低く判定されている」理由の一端

が介護保険における要介護度認定の仕組みのなか

にあることを，指摘しておきたい。

　（１）要介護度認定の仕組み（樹形図）と痴呆

　　　軽視傾向

　介護保険の介護認定調査票は，合計68の質問

項目を，双対尺度法という統計手法により関連す

る項目をまとめて，七つの「中間評価類型」にグ

ループ化している。具体的には，（Ａ）身の回り，

（Ｂ）移動，（Ｃ）複雑行動，（Ｄ）特別介護，（Ｅ）麻

庫拘縮, (F)意思疎通，（Ｇ）問題行動であり，そ

れはＡＤＬ（日常生活動作）とコミュニケーション

（本報告では社会生活動作IADL ・対人関係と痴

呆とを混みにした概念として使用）という基準に

より仕分けた質問項目のグループ化であると解釈

される（1）。

　そして，それらを（ａ）整容，（b）排泄, (c)食

事摂取，（d）入浴, (e)移動, (f)間接生活援助，

（ｇ）機能訓練関連行為，（h）問題行動関連行為，

（i）医療関連行為，という九つの介護種類に振り

分けて，質問項目の回答肢に即して九つの介護種

類別の介護所要時間を算定する仕組みになってい

る（質問項目が複数の介護場面では重複使用可）。

　第３図は，厚生省〔5〕が示した，「整容」につ

いての質問項目を樹形にした図の一部抜粋であ

る。要介護者が「整容」にかかる時間は，第３図

の樹形図に沿って質問項目の回答肢を選んでいく

と自動的に一つ決まる仕組みになっている。「整

容」の所要時間のパターンは18種あり，それらは

各々第３図と同じように，七つのＡＤＬとコミュ

ニケーション基準の中間評価類型にグループ化さ

れる質問諸項目の樹形構造として構成される。

　ところで，厚生省〔5〕は樹形図を提示しても，

質問項目の選択肢をたどれば何故に所要時間を算

定できるかという具体的な根拠までは，公表して

いない（2）。だが，我々は，樹形図を逆にたどるこ

とによって，介護にかかる総時間数に占める介護

諸質問項目のシェアを推計することができる。そ

して，介護諸質問項目は七つのＡＤＬとコミュニ

ケーション基準の中間評価類型に分属されるの

で，それらを積算すれば七つの中間評価類型が介

護にかかる総時間数に占めるシェアを算出し，そ

の算定根拠も類推することができる。

　そこで，樹形図から介護所要時間を推計する方

法について，筆者は次のような仮定のもとに，各
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質問項目の介護所要時間を算定することにした。

それを，第３図を例にして，解説しよう。

　第３図の最左翼に「ひどい物忘れ」という質問

項目かおる。項目は，「ない」，「ときどきある」，

「ある」，の三つの内訳に区分されていて，前二者

内訳区分を選んだ要介護者の「整容」所要時間は

7.4分，後一者内訳区分を選んだ要介護者のそれ

は12.1分かかる。したがって，「ひどい物忘れ」の

「有」と「無」との間には12.1-7.4=4.7分の差異

かおることになる（3）。

　とはいえ，この4.7分の差異は「ひどい物忘れ」

だけによりもたらされるのではなく，樹形図の上

に位置する「移乗」介助の有無，さらにその上に

位置する「食事摂取」介助の有無，そのさらに上

の「身の回り」介助の有無によっても連鎖的に影

響される。そこで，一つ上の質問項目「移乗」は

「ひどい物忘れ」に比べて２分の1，二つ上のそれ

は４分の１と質問項目が上位に移るにしたがい影

響力が半減していくものと仮定する。すると, 4.7

分の差異に影響する４質問項目のシェアは，「ひ

どい物忘れ」53％（2.5分），「移乗」26％（1.2分），

「食事摂取」13％（0.6分），「身の回り」1% (0.3

分）となる。そして，これら質問諸項目の各介護

所要時間を７つのＡＤＬとコミュニケーション基

準の中間評価類型別に積算した。それは，「症状・

問題行動の有無によって生じる介護時間の差異を

ベースにした介護時間の算定方法」であると言え

相川ほか：介護保険に対する利用者の反応とその特徴

よう（4）。

　なお，ここで質問項目「ひどい物忘れ」は中間

評価類型「身の回り」に，「移乗」は中間評価類型

「移動」に，「食事摂取」は中間評価類型「特別介

護」に分類される。また第３図の最上段の「身の

回り」は中間評価類型で，そのスコアは各質問項

目別に厚生省が与えたスコア値の計である（5）。

　だが，これら七つの中間評価類型は，コミュニ

ケーションという社会生活動作IADL ・対人関係

と痴呆とが混みの基準でグループ化されており，

介護にとって重要な痴呆という基準が曖昧になっ

ている。そこで筆者は，主観的判断により，社会

生活動作IADL ・対人関係を日常生活動作ADL

と痴呆とに振り分けなおすことにして，次のよう

な修正を試みた（6）。

　まず，前述の「ひどい物忘れ」は厚生省の中間

評価類型において「身の回り」に分類されている

が，ＡＤＬと痴呆の２区分基準だと「問題行動」

（痴呆）に分類されるべきだろう。同様に, IADL

と性格づけられる「ぼんやり」，「薬の内服」，「金

銭の管理」も「身の回り」から「問題行動」（痴呆）

へ，また意志疎通のうち「視力」「聴力」の２項目

は「意志疎通」（痴呆）から「麻庫拘縮」（ＡＤＬ）

へ，それぞれ組み替えるのが良いように思われ

る。

　さて，第19表は，中間評価類型をＡＤＬとコ

ミュニケーション基準からＡＤＬと痴呆の２基準

第19表　介護種類別，ＡＤＬと痴呆基準の中間評価類型別の

　　　　　介護所要時間・合計と１パターン当り介護時間平均

単位:分，（％），（パターン数）

/
介　護　の　種　類

合計（％）
整゛　　|ﾖ泄　　食事　　入ヽ゛｀　　　　　　間接生　機能　　問題　　医療　脊　　　Ｆ　　　摂取　　　浴　　移動　活援助　訓練　　行動　　関連

中

間

評

価

類

型

麻庫拘縮

移　　　動

複雑動作

特別介護

身の回り

意思疎通

問題行動

　2.0　　12.5　　　4.5　　　8.9　　13.7　　　1.0　　17.1　　0.0　　　9.9

10.3　　24.1　　　5.0　　10.5　　25.3　　13.0　　39.5　　5.5　　　14.7

　6.9　　　0.0　　　0.0　　　4.3　　23.6　　10.9　　19.5　　0.0　　　15.5

10.3　　38.4　　46.9　　　6.2　　25.7　　　5.1　　　0.0　　0.0　　　64.2

21.4　　18.6　　　7.8　　　2.3　　30.5　　25.1　　31.9　　4.6　　　10.9

　6.5　　　4.4　　　9.4　　　2.3　　　1.5　　13.8　　　6.1　　　1.6　　　3.8

　8.8　　11.5　　　2.9　　　7.8　　12.9　　　9.3　　43.5　　8.1　　　6.6

69.6 ( 8.6)

148.0 ( 18.3)

80.5 ( 10.0)

196.7 ( 24.3)

153.1 ( 18.9)

49.3 ( 6.1)

111.3 ( 13.8)

合　　　計 66.2　　109.6　　76.4　　42.2　　133.2　　78.2　　157.5　　20.0　　124.8 808.5 (100.0)

レヽごターン当り
介護時間平均と 12.4　　11.7　　20.7　　　3.1　　14.4　　11.6　　　8.4　　　2.6　　　9.4 94.2

(209)(パターン数) （18）（25）（13）（30）（32）（20）（29）（16）（26）

資料：厚生省〔4〕 による．

55－



農林水産政策研究　第１号

問題行動

　14％

意志疎通

　6％

身の回り
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麻庫拘縮

　9％

移動

18％

複雑行動

　10％

　　　　　　　　　　　　　特別介護

　　　　　　　　　　　　　　24％

第４図　介護時間に占める中間評価類型別介護のシェア

□麻庫拘縮

■移動

口複雑行動

口特別介護

■身の回り

□意志疎通

■問題行動

第20表　従前の厚生省の寝たきり４段階区分と介護保険の認定要介護度との相関関係

寝たきり判定４段階区分 痴呆判定４段階区分

自立Ｊ　　　Ａ　　　Ｂ　　　Ｃ　　総計 痴呆なし・I　　n　　　Ⅲ　　　IV　　総計

息

諾

の
要息

度

要支援

介護度１

　　　２

　　　３

　　　４

　　　５

４　　　　　　　　　　　　　　　　　　４

１　　　　　１　　　　　　　　　　　　　２

２　　　　１　　　　１　　　　　　　　４

　　　　　　　　　　２　　　　２　　　４

　　　　　　　　　　３　　　　１　　　４

　　　　　　　　　　　　　　　４　　　４

３　　　　　　１　　　　　　　　　　　　　４

２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２

３　　　　　　　　　　１　　　　　　　　４

１　　　　　２　　　　１　　　　　　　　４

２　　　　　　１　　　　　　　　　１　　　４

３　　　　　　　　　　　　　　　１　　　４

総　　　計 ７　　　　２　　　　６　　　　７　　　２２ 14　　　　　4　　　　2　　　　2　　　22

介護時間（分） 29　　　　55　　　83　　　100 63　　　　　72　　　60　　　111

資料:松本市1997年調査による．

注：痴呆I, V, Mは本データの中に存在しなかった．

へと一部組み替えて表側とし，九つの介護種類を

表頭にして，前述の推計方法により介護所要時間

を算定し，中間評価類型別に積算したものであ

る。合計時間は808.5分となった。また，この推計

方法とはまったく別に，介護種類別の１パターン

当たり介護時間（単純平均）を算出すれば，整容

12.4分，排泄11.7分，食事摂取20.7分，入浴3.1

分，移動14.4分，間接生活援助11.6分，機能訓練

関連行為8.4分,問題行動関連行為2.6分，医療関

連行為9.4分，でそれら平均介護時間の合計は

94.2分であった。

　第４図は,第19表の表側のＡＤＬと痴呆基準の

中間評価類型別介護時間にもとづき，介護時間合

計808.5分(13.5時間）に占める，中間評価類型別

シェアを図示したものである。言い換えれば，そ

れは「症状・問題行動の有無によって生じる介護

時間の差異をベースにした介護時間の算定方法」

により按分した，ＡＤＬと痴呆基準の中間評価類

型別の介護時間を意味するものである。「身の回

り」から「麻憚拘縮」までの５中間評価類型が

ＡＤＬの症状および行動（＝身体面の要介護度），

「意志疎通」と「問題行動」とが痴呆度を現わすと

仮定すれば，痴呆向けの介護が介護総時間に占め

るシェアはわずか20％にすぎないことが分る。

（身体的に自立する）最重症の痴呆者に認定され

る介護時間がわずか162分である。介護保険の要

介護度認定は痴呆を軽視しているという一般的な

批判は，この時間シェアから判断すると当たって

いると思われる。

　なお，介護時間の実際の算定には，上記樹形図

とは別に，医療処置12項目にかかる時間数が付

け加えられる。医療処置をやっていない場合は０

分だが，医療処置12項目全部を受けると67.2分

かＡＤＬと痴呆の介護時間に加算されることに

なっている。
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　（２）介護保険の認定要介護度と簡易な判定痴

　　　呆度との相関

　第20表は，介護保険認定調査のプリテストと

して，松本市で実施された調査データ22人（7）に

ついて，従前の簡便な寝たきり度および痴呆度（8）

と介護保険の認定要介護度との相関関係を示した

ものである。

　まず，第20表の左部分から，従前の寝たきり４

段階区分と介護保険の要介護度５段階区分とは，

かなり相関していることが明らかになる。ちなみ

にクルスカルワリス順位相関係数のカイ自乗値

（とその判定確率）は17.35 (0.296:1％水準で有

意）であった。また，同20右表から，簡便な痴呆

度４段階区分と介護保険の要介護度５段階区分と

は，まったく相関していないことが分かる。同様

に，クルスカルワリス順位相関係数のカイ自乗値

（とその判定確率）は3.34 (5096:有意でない）で

あった。

　なお，同表下段は，寝たきり４段階区分別，お

よび痴呆度４段階区分別の介護にかかった所要時

間の平均値（単位：分）である。前者では重症に

なるにしたがい介護時間も長くなるが，後者では

「痴呆なし・Ｉ」から痴呆判定区分「Ⅲ」までは介

護時間に差異があまりないことが分かる。介護保

険の要介護度は，従前の簡便な判定基準との適合

が，寝たきり（身体）面では良いが，痴呆面では

悪いのである。この適合の良し悪しは，上のパラ

グラフで示した介護保険の要介護度と２つの簡便

法との相関関係の有無と，よく一致している。

　タイム調査により実証的に割り出された介護保

険の要介護度（時間数）は，これまで要介護度指

標として便宜的に使用されてきた，担当専門職の

判定による厚生省の身体面の寝たきり４段階区分

とは算定の仕方が違っているものの，結果的に相

関していた。だが，それは従前の簡便な痴呆度５

段階区分との相関が弱かった。この事実は，一つ

には，仮に介護保険の要介護度がタイム調査にも

とづき身体面の要介護度の実態をよく反映するも

のであるならば，それと相関の高い，従前の「身

体面の寝たきり判定基準」は要介護度の簡便法と

して有効なこと，二つには，仮に従前の簡便な痴

呆判定基準が有効であったならば，逆にそれと相

関の低い介護保険の要介護度は痴呆軽視の性向の

相川ほか：介護保険に対する利用者の反応とその特徴

あること，を意味するだろう。

　以上，試算したように厚生省〔5〕の質問項目樹

形図にもとづく介護時間の推計によれば，痴呆に

かかる時間はＡＤＬと痴呆の介護にかかる時間合

計の20％のシェアを占めるにすぎなかった。ま

た，介護保険の要介護度は，従前の簡便な痴呆度

５段階区分と殆ど相関関係が認められない。　この

二つの事実は介護保険の要介護度が痴呆を過少評

価していることを示唆している。

　ただ，従前の簡便な痴呆度５段階区分法と介護

保険の要介護度との相関の無さは，松本市の僅か

22例にもとづく結果なので，その一般化にはより

多くのデータによる検証を待だなければならない

だろう。　　　　　　　　　　　　（相川良彦）

　　　　　　　（原稿受理日　2001年11月20日）

　注（1）要介護度の分類基準の考え方については，小田利勝

　　　〔9〕，日本訪問看護振興財団〔8〕を参照。

　　（2）介護保険の認定調査票とその介護にかかる所要時間

　　　（単位：分）の具体的な算出方法については，厚生省

　　　〔5〕を，その算定方法の基本的な考え方については，小

　　　山秀夫〔7〕，筒井孝子〔10〕を参照。

　　（3）九つの介護種類に属する延べ209パターンの選択肢

　　　のなかで，症状または行動の有と無のヶ－ス間で差異

　　　のない場合が八つあった。うち，七つまでが「問題行動

　　　関連行為」に所在した。この場合は，症状または問題行

　　　動か有っても無くても介護にかかる時間（分）に差異が

　　　ないのだから，介護時間に影響しないとみて，その項目

　　　をカットした。

　　（4）ここで採用した中間評価類型諸項目による介護時間

　　　の算定方法は，時間変動への影響に着目し，言わば限界

　　　概念で捉えようとするものである。それに対し，第19

　　　表下段に示した，介護種類別の１パターン当たり介護

　　　時間平均は，各パターン別の介護時間の単純平均であ

　　　り，いわば平均概念で捉えている。両者の数値が異質で

　　　あることに留意されたい。

　　（5）各中間評価類型の質問項目全部について，「自立」の

　　　場合の評点計100,「全介助」の場合の評点計はＯとな

　　　るように設定され，「一部介助」の場合はその中間的な

　　　評点が与えられる。

　　（6）厚生省〔5〕における七つの中間評価類型に属する介

　　　護質問諸項目は，次の通りである。そのなかで，筆者が

　　　分属変更させた介護質問項目と新たな中間評価類型先

　　　をアンダーラインおよび（→新たな中間評価類型）によ

　　　り示す。

　　　（Ａ）麻庫拘縮：①麻庫，②拘縮（肩関節），③拘縮（肘関

　　　　　　　　　節），④拘縮（股関節）,⑤拘縮（膝関節），

　　　　　　　　　⑥拘縮（足関節）

　　　（Ｂ）移　　動：①寝返り，②起き上がり，③雨足での座

　　　　　　　　　位，④雨足つかない座位，⑤雨足での立

57－



農林水産政策研究　第１号

　　　　　　位，⑥歩行，⑦移乗

(Ｃ)複雑動作：①立ち上がり，②片足での立位，③浴槽

　　　　　　の出入り，④洗身

㈲特別介護：①じょくそう，②皮膚疾患，③片手胸元

　　　　　　持ち上げ，④嘸下，⑤尿意，⑥便意，⑦

　　　　　　排尿後の後始末，⑧排便後の後始末，⑨

　　　　　　食事摂取

(Ｅ)身の回り：①口腔清潔，②洗顔，③整髪，④つめ切

　　　　　　り，⑤ボタンのかけはずし，⑥上衣の着

　　　　　　脱，⑦ズボン等の着脱，⑧靴下の着脱，

　　　　　　⑨居室の掃除，⑩薬の内服(→Ｇ問題行

　　　　　　動)，⑩金銭の管理(→Ｇ問題行動)，⑩

　　　　　　-　　　　　　　-　　　　　　ひどい物忘れ(→Ｇ問題行動)，⑩周囲へ

　　　　　　　の無関心(→Ｇ問題行動)

(Ｆ)意思疎通：　①視力(→Ａ麻庫拘縮)，②聴力(→Ａ麻

　　　　　　　　庫拘縮)，③意思の伝達，④指示への反

　　　　　　　　応，⑤毎日の日課を理解，⑥生年月日を

　　　　　　　　いう，⑦短期記憶,⑧自分の名前をいう，

　　　　　　　　⑨今の季節を理解，⑩場所の理解

　Ｇ)問題行動：①被害的，②作話，③幻視幻聴，④感情

　　　　　　　　が不安定，⑤昼夜逆転，⑥暴言暴行，⑦

　　　　　　　　同じ話をする，⑧大声をだす，⑨介護に

　　　　　　　　抵抗，⑩常時の徘徊，⑩落ち着きなし，

　　　　　　　　⑩外出して戻れない，⑩一人で出たが

　　　　　　　　る，⑩収集癖，⑩火の不始末，⑩物や衣

　　　　　　　　類を壊す，⑩不潔行為，⑩異食行動，⑩

　　　　　　　　性的迷惑行為

(7)松本市におけるモデル介護認定調査は, 1997年11月

　に施設高齢者50人,在宅高齢者50人について，実施さ

　れた。うち，資料散逸を逃れた在宅高齢者42人の調査

　結果を対象にして,要支援～要介護度５まで各４人(た

　だし，要介護度１のみは２人)を無作為抽出した。

(8)従前の身体面の寝たきり判定基準は次のように規定

　されている。

　　ランクＪ：なんらかの障害を有するが，日常生活はほ

　　　　　　　ぼ自立しており，独力で外出する。

　　ランクＡ：屋内での生活は概ね自立しているが，介助

　　　　　　　なしには外出しない。

　　ランクＢ：屋内の生活はなんらかの介助を要し，日中

　　　　　　　もベッドでの生活が主体であるが座位を保

　　　　　　　つｏ

　　ランクＣ：一日中ベッドで過ごし，排泄・食事・着替

　　　　　　　えにおいて介助を要する。

　　また，従前の痴呆性老人の自立度判定基準は，次のよ

　うてある。

　　ランクＩ：何らかの痴呆を有するが，日常生活は家庭

　　　　　　　内および社会的にほぼ自立している。

　　ランクn : 日常生活に支障を来たすような症状・行動

　　　　　　　や意志疎通の困難さが多少見られても，誰

　　　　　　　かが注意していれば自立できる。

　　ランクⅢ：日常生活に支障を来たすような症状・行動

　　　　　　　や意志疎通の困難さがときどき見られ，介

　　　　　護を必要とする。

ランクIV : 日常生活に支障を来たすような症状・行動

　　　　　や意志疎通の困難さが頻繁に見られ，常に

　　　　　介護を必要とする。

ランクＭ：著しい精神症状や問題行動或いは重要な身

　　　　　体疾患が見られ，専門医療を必要とする。

〔参考・引用文献〕

〔１〕相川良彦・池本良教・藤崎宏子・本城昇「介護

　　保険実施前のホームヘルプサービスの実態と課題

　　一松本市アンケート調査報告書－」（農業総合研究

　　所『農総研季報ＪＮ０.47，2000年９月』．

〔２〕相川良彦『農村にみる高齢者介護』（研究叢書第

　　122号/川島書店，2000年）．

〔３〕千葉市保健福祉局介護保険課「介護保険制度の

　　施行状況調査一調査結果」（2000年６月）．

〔４〕長寿社会開発センター『平成９年版　老人保健

　　福祉サービス利用状況地図（老人保健福祉マップ）

　　数値表』(1998年11月）．

〔５〕厚生省「厚生省告示第91号」『官報　号外第55

　　号　平成12年３月24日』（2000年３月）．

〔６〕厚生省2000年４月１日現在調査資料（読売新聞

　　2000年４月20日付け記事）．

〔７〕小山秀夫「要介護度認定方式と費用設定に関す

　　る一考察」『季刊・社会保障研究　第32第３号』，

　　社会保障研究所(1996年）．

〔８〕日本訪問看護振興財団『平成９年度改訂・日本

　　版　在宅ケアにおけるアセスメントとケアプラン

　　成人・高齢者用』，日本看護協会出版会(1997年）．

〔９〕小田利勝「高齢期における自立生活と日常生活

　　活動能力をめぐって」『神戸大学発達科学部研究紀

　　要　第７巻第１号』(1999年）.

〔10〕筒井孝子「高齢者の要介護度および要介護度推

　　定方法に関する研究」医療経済研究機構『医療経

　　済研究ｖo1.3』(1996年）．

〔後　記〕

　本調査研究は，特別研究「農村活性化プロ」の

一環として実施した。調査の実施にご協力いただ

いた柏市役所，郵送調査に回答いただいた介護保

険対象者，調査票作成時に助言いただいた介護保

険市民会議有志に感謝したい。また，本調査研究

の過程で同上特研プロジェクトメンバーの千葉

修，合田素行，小野智昭の各研究員，および査読

者と編集委員各位から有益な意見やコメントを受

けたことも特記しておきたい。
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柏市・介護保険サービス利用調査票

　まず最初にあなた（被保険者）について，基礎的な

さい。

ことを伺います。該当する記号に○印をつけてくだ

要介護度
ア　要支援　　　イ　要介護１　　　ウ　要介護２

ェ　要介護３　　　オ　要介護４　　　カ　要介護５
性別

ア　男

ィ　女

年齢
ア　40～64歳　　　イ　65～69歳　　　ウ　70～74歳

ェ　75～79歳　　　オ　80～84歳　　　カ　85歳以上
同居家族

ア　有
ィ　無

［質問1］要介護度認定について

１　要介護度認定に満足していますか（1つだけ○印）。

　ア　満足　　　　イ　概ね満足　　　　ウ　どちらでもない エ　やや不満 オ　不満

２　上記の設問１で「エ」又は「オ」と答えた方に質問します。不満の理由は何ですか（いくつでも○印）。

　ア　身体障害が低く判定されている　　　　　　　　　イ　痴呆が低く判定されている

　ウ　判定基準があいまいである　　　　　　　　　　　エ　家族状況（介護力など）への配慮がない

　オ　調査が面倒・不親切・難解である　　　　　　　　カ　認定までに時間がかかりすぎる

　牛　その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

［質問2］ケアプランの作成について

１　ケアプラン作成の依頼先は，どのように決めましたか（1つだけ○印）。

　ア　今まで利用していたサービス事業者に勧められて

　イ　他者（友人・知人）に勧められて

　ウ　事業者一覧表などから自分で選んで

　エ　その他（具体的に：

２　ケアプランの作成に満足していますか（1つだけ○印）。

　ア　満足　　　　イ　概ね満足　　　　ウ　どちらでもない エ　やや不満

）

オ　不満

３－１　上記の設問２で「ア」又は「イ」と答えた方に質問します。どのような点に満足していますか（い

　くつでも○印）。

　ア　ケアマネージャーの対応が丁寧で分かりやすい。

　イ　ケアプランの変更等について臨機応変に対応してくれる

　ウ　利用者や家族の意見・希望を尊重してくれる
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工

オ

カ

牛

希望するサービスが受けられる

対応が迅速・正確である

契約書を取り交わしている

その他（具体的に：
）

３－２　上記の設問２で「エ」又は「オ」と答えた方に質問します。不満の理由は何ですか（いくつでも

　○印）。

　ア　ケアマネージャーの説明が不十分，不親切・熱意不足

　イ　ケアマネージャーになかなか連絡がとれない

　ウ　ケアマネージャーの知識不足

　工　利用者や家族の意見・希望を聞いてくれない

　オ　希望する特定の事業所のサービスに空きがなく，利用できない

　カ　希望するサービスがどこの事業所にも空きがなく，利用できない

　牛　不要なサービスの押し付けや，紹介されたサービスに偏りかおる

　ク　対応が遅い，処理が不正確

　ケ　契約書を取り交わしてくれない

　コ　その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

［質問3］介護保険導入に伴うサービス利用量の増減について

１

今年４月から介護保険が始まりましたが，次の(1)～(8)までのサービスについて，

・４月前から利用していて，現在も介護保険で利用しているサービスには○印を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｰ
・４月前は利用していたが，４月以降利用をやめたサービスには×印を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｰ
・介護保険の導入により，４月以降初めて利用を開始したサービスには△印を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｰ
各サービス名の後の（　　）内に記入してください。

（1）訪問介護

（3）訪問看護

（5）ショートステイ

（7）訪問リハビリ

Ｃ
Ｃ
Ｃ

（

う
う
う
う

(2)

(4)

(6)

(8)

訪問入浴

デイサービス

通所リハビリ

福祉用具貸与

（

（

（

（

う
う

う
う

２　上記の設問１で（　　）内に１つでも「○」印を記入した方に質問します。その○印を記入したサー

　ビスの利用量は,４月以降増えましたか,減りましたが（当該サービスについて，それぞれ該当する記号

　に丸印をつけてください。）。

　（1）訪問介護　　　　　　　　　　ア　増加　　　　　　　イ　ほぼ同じ　　　　　　　ウ　減少

　（2）訪問入浴　　　　　　　　　　ア　増加　　　　　　　イ　ほぼ同じ　　　　　　　ウ　減少

　（3）訪問看護　　　　　　　　　　ア　増加　　　　　　　イ　ほぼ同じ　　　　　　　ウ　減少

　（4）デイサービス　　　　　　　　ア　増加　　　　　　　イ　ほぼ同じ　　　　　　　ウ　減少

　（5）ショートステイ　　　　　　　ア　増加　　　　　　　イ　ほぼ同じ　　　　　　　　ウ　減少

　（6）通所リハビリ　　　　　　　　ア　増加　　　　　　　イ　ほぼ同じ　　　　　　　ウ　減少
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(7)

(8)

訪問リハビリ

福祉用具貸与

ア

ア

増加

増加

相川ほか：介護保険に対する利用者の反応とその特徴

イ

イ

ほぼ同じ

ほぼ同じ

ウ

ウ

減少

減少

３　上記の設問１で（　　）内に１つでも「×」印を記入した方及び上記の設問２で１つでも「ウ」（減少）

　と答えた方に質問します。４月前まで利用していたサービスをやめ，又は４月前に比べ利用量が減少し

　た理由は何ですか（いくつでも○印）。

　ア　健康・機能の回復等により利用する必要性が減った（なくなった）

　イ　介護施設や病院へ入所・入院した

　ウ　身体状況の変化等により利用できなくなった

　エ　家族の介護で間に合うようになった

　オ　希望する事業所のサービスが空き状況等により，利用できない

　カ　サービスの供給量が不足し，希望しても利用できない

　牛　介護サービス担当者が変わった

　ク　利用者負担（自己負担）が増える

　ケ　要介護度認定が低く評価された（利用限度額が低い）

　コ　その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

４　４月前から何らかのサービスを受けていた方に質問します。介護保険実施（4月）以降，利用者負担

　（自己負担）額は増えましたか，減りましたが（1つだけ○印）。

　ア　増加　　イ　ほぼ同じ　　ウ　減少

５　介護保険で要介護度ごとに定められている利用限度額の何割ぐらいを実際に利用していますか（1つ

　だけ○印）。

　ア　３割未満　　　イ　3～5割未満　　　ウ　5～8割未満　　　エ　8～10割　　　オ　10割超

　◇選択肢の「オ」（10割超）は，利用限度額を超えて利用している場合をいいます。

６　上記の設問５で「ア」又は「イ」と答えた方に質問します。利用限度額に対する利用割合が５割未満

　であることの理由は何ですか（いくつでも○印）。

　ア　そのサービス量で十分　　　　　　　　　　　　　イ　家族等が一部介護をしてくれる

　ウ　利用料（自己負担分）が高くなる　　　　　　　　エ　他人が家に入るのがいや

　オ　サービスの内容がよく分からない　　　　　　　　カ　受けたいサービスがない

　牛　その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

［質問4］介護サービスの満足度について

１　現在利用しているサービスに満足していますか（1つだけ○印）。

　ア　満足　　　　イ　概ね満足　　　　ウ　どちらでもない
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２－１　上記の設問１で「ア」又は「イ」と答えた方に質問します。どのような点に満足していますか（い

　くつでも○印）。

　ア　サービス担当者の心構えや対応が良い　　　　　　イ　サービス内容・技術の質が良い

　ウ　多様な介護サービスを利用できる　　　　　　　　エ　十分なサービス量が受けられる

　オ　自分でサービス事業者を選べる　　　　　　　　　カ　権利としてサービスを利用できる

　牛　自己負担など経済的に楽になった　　　　　　　　ク　在宅生活が続けられる

　ケ　家族の介護負担が減った　　　　　　　　　　　　コ　かかりつけ医と連携がとれている

　サ　その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２－２　上記の設問１で「エ」又は「オ」と答えた方に質問します。不満の理由は何ですか（いくつでも

　○印）。

　ア　サービス担当者の熱意不足，対応が悪い　　　　　イ　サービス担当者の不馴れ・技能未熟

　ウ　サービス担当者が時間どおりに未ない　　　　　　エ　サービス担当者がよく交替する

　オ　介護保険対象のサービスの種類が少ない　　　　　カ　利用できる施設・サービスの不足

　牛　時間が限られ，サービスが行き届かない　　　　　ク　利用限度額が低い

　ケ　かかりつけ医と連携がとれていない　　　　　　　コ　事前説明と実際の内容とが異なる

　サ　その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

［質問5］介護保険によるサービス提供方針について

　柏市の65歳以上の方の介護保険料の基礎月額は2,718円です。次の３つの方針から，あえて１つを選ぶ

としたら，どれを希望しますか（1つだけ○印）。

　ア　保険料を多少（月500円）高くしても，サービスの充実を望む

　イ　保険料もサービス量も現状のままで良い

　ウ　保険料が多少（月500円）でも安いなら，サービス量がその分減ってもよい

［質問6］その他

１　同居家族「有」の方に質問します。世帯構成は次のどれですか（1つだけ○印）。

　ア　高齢者（65歳以上）のみ　　　　　イ　日中独居　　　　　ウ　その他（
）

２　あなた(被保険者)の世話・介護を中心になってやっている方１人に○印を，補助的に手伝っている

　方幾人でも○印をつけてください。

　ア　配偶者　　　　　　イ　息子(同居)　　　ウ　息子(同居)の妻　　　工　娘(同居)

　オ　娘(同居)の夫　　　カ　孫(同居)　　　　牛　親(同居)　　　　　ク　その他の同居家族

　ケ　息子・妻(別居)　　コ　娘・夫(別居)　　サ　孫(別居)　　　　　シ　親戚

　ス　隣近所の人　　　　セ　友人・知人　　　ソ　ボランティア　　　　タ　その他

ご回答どうもありがとうございま乙だ。ポストへの投函もよろしぐ右擢いいたします。

62－



〔要　旨〕

相川ほか：介護保険に対する利用者の反応とその特徴

　　介護保険に対する利用者の反応とその特徴

一柏市の介護サービス利用者アンケート調査を中心にｰ

相川良彦　堀田きみ＊　山根律子＊

　本論の目的は，2000年４月に始まった介護保険制度が利用者にどのように受けとめられたかを，首都圏の

一都市でのアンケート調査により明らかにすることである。調査結果の要点は，次の通りである。

　（１）家族と常時同居する要介護者が，半数しかいなかった。また，介護の中心的担当者は女性だが，内

　　　訳では「同居の娘」と「同居の息子の妻」がほぼ同数であった。それらは，都市的特徴を現わしてい

　　　る。

　（２）介護保険の要介護度認定に満足しない者が29％で，要介護度1～3と中・低位に認定された者に多

　　　かった。「家族の介護力への配慮がない」という不満理由は全階層から，また，「痴呆が軽く評価され

　　　ている」という不満理由は限度額に比して介護サービスをよく利用する要介護者から，それぞれよく

　　　出される傾向が見られた。

　（３）ケアプラン作成は馴染みのある事業者に頼む傾向が強かった。ケアプランについては, 80%以上の

　　　要介護者が満足していた。

　（４）デイサービス，ショートステイ，ホームヘルプの３サービスは利用者数が多く，いずれも介護保険

　　　を契機に25％前後の増加をみた。８種の介護サービスの実人数トータルでは介護保険前からのサービ

　　　ス継続利用者が91%,利用中止者が9％，新たに利用開始した者が35％であった。介護保険を契機に

　　　サービス利用者が差引きで26％程度増えたのである。

　（５）介護保険前からのサービス継続利用者のうち，介護保険を契機に利用量を増加させた者24%,ほぼ

　　　同じ者63%,減少させた者13％で，増加者から減少者を差し引いた増加者率は11％であった。この

　　　継続利用者の増加者率（11％）は，介護保険を契機に利用を開始した差引き増加率（26％）ほど多く

　　　はなかったのである。

　（６）介護保険制度において，利用者は保険料の10％を自己負担しなければならない。障害の重い者は

　　　サービスが低下しても経済的負担の軽減を望み，逆に家族は本人よりも経済的負担が増えてもサービ

　　　スを充実することを希望していた。

　（７）要介護者のサービス利用量平均は利用限度額の50％であった。介護保険が始まっても，介護サービ

　　　スを控え目に利用するという傾向が存続していた。利用限度額の設定や保険料の10％自己負担が影響

　　　していると思われる。

　（８）介護保険の要介護度認定の仕組みから，ＡＤＬ（日常生活動作能力）と痴呆にかかる介護時間数を独

　　　自の算定基準で推計してみると，介護最大限時間数809分（13時間半）で，うち痴呆にかかる時間数

　　　が20％であった。痴呆にかかる時間はＡＤＬに比べて低評価されていると思われる。

　（９）従前の厚生省の簡略なＡＤＬおよび痴呆認定基準と介護保険の認定基準とにより同データについて

　　　算定結果を比較してみると，両者の相関係数がＡＤＬの要介護度について高く，痴呆について低かっ

　　　た。これからも介護保険における痴呆の要介護度認定は低評価の傾向にあることが示唆される。

*介護保険市民会議
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Reactions of Users of the Public Nursing Care Insurance

　　　　　　　　System and their Characteristics :

　　　With an Emphasis Placedon the QuestionnaireSurvey on Users

　　　　　　　ofCare ServiceConducted in the City of Kashiwa

Yoshihiko AIKAWA, ＫｉｍｉＨＯＴＴＡ＊ａｎｄRitsuko ＹＡＭＡＮＥ＊

Summary

　　　The purpose of this paper is to examine the reactions of users of the Public Nursing Care

Insurance system, which was introduced in April 2000，based on the results of the questionnaire

survey conducted in ａ city in the Tokyo metropolitan area. The results can be summarized as follows:

　　　（1）Ｏｎｌｙa half of those in need of nursing care regularly lived with their families. In addition,

while women played ａ central role in giving nursing care, the number of“daughters living together”

who provided nursing care was almost the same as that of“wives of the sons living together.”This

is ａ characteristic commonly observed in cities.

　　　(2) Seventy to eighty percent of those in need of nursing care（ｏr their families) were satisfied

with the Public Nursing Care Insurance system. From this it may be concluded that the system has

generally been accepted favorably. However, though there were not many users discontent with care

need assessments, those dissatisfied with the assessments complained that “No consideration was

given to the family's ability to give nursing care” or that “Assessment of the condition of dementia

ｗａｓtｏｏｌｏｗ.”Theseopinions suggest that the care need assessment method of the system has these

defects.

　　　（3）ln the Public Nursing Care Insurance system, users have to pay 10％of the insurance

premiums. While those who suffered from severer disability desired less economic burden even if it

meant ａ lower service level, their families wanted, on the contrary, ａ better service even though it

resulted in ａ heavier economic burden.

　　　(4) After the introduction of the system, users of nursing care service increased by about 26％.

０ｎ the other hand, 24％of those who had already used the service before the start of the system

increased the level of use, and 13％of them decreased the level of use. This means that only 11％of

these continued users of the service (2A%-13%) increased their utilization level. The average use level

of the service of those in need of nursing care was 50％of the upper limit. This shows that even after

the system was introduced, the tendency to use nursing care service moderately has continued.

･Kaigo Hoken Shimin Kaigi

-
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